
社会全体が一人ひとりを包み込み、支え合う「誰一人取り残さない」SDGsの精神の下で、
世界最高峰の科学技術を結集し、デジタル、ロボティクス等の
最先端技術の社会実装と都市機能の最適化を進めていく。

これにより、住民参加を基盤とし、住民と住民、住民と行政のつながりを深化しつつ、
出口の見えない社会課題の克服や革新的な暮らしやすさを実現する住民中心のスーパーシティを目指す。

デジタル
インフラ整備

マイナンバー・マイナンバーカード利用拡
大、高齢者向けスマホ・タブレット配布、
スマホアドバイザー配置

研究成果の
社会実装と
エコシステム

つくばの研究機関（約150機関）から
生み出される研究成果を、実証実験
を経て社会実装

広範かつ大胆な
規制・制度改革

公職選挙法、住民基本台帳法、道
路構造令、道路交通法、道路運送
法、薬機法、行政機関個人情報保
護法、WTO政府調達協定等

民間事業者等の
コミットメント

つくばスマートシティ協議会（産学公
47機関加盟）と連携、データ連携基
盤の構築

住民等の
意向の把握

住民投票、市長キャラバン、オープ
ンハウス、有識者会議、パブリックコメン
ト、住民ワークショップ等

住民等の
個人情報の
適切な取扱い

つくば市個人情報保護条例等、職員
データ利活用研修、市独自の倫理原
則

先端的サービスの実装実装に向けた取組

行政
先端的行政サービス（つくばトラスト）
①インターネット投票、②多言語ポータルアプリ、
③行政手続DX、④行政ビッグデータの活用

移動
先端的移動サービス（つくばモビリティ）
①周辺部コミュニティ・モビリティの導入、②中心部複
合MaaSの導入

物流
先端的物流サービス（つくばポーター）
①自動配送ロボットやドローン等による買物の利便
性向上、②移動スーパーの高度化

医療・
介護

先端的医療・介護サービス（つくばヘルスケア）
①医療情報や生活習慣情報活用による健康寿
命延伸、②救急医療高度化、③医薬・介護・服
薬の連携、④個人への健康関連データの還元

防犯・
防災・
インフラ

先端的防犯・防災・インフラサービス（つくばレジリ
エンス）
①インフラ・エネルギーマネジメント、②避難所・被
災状況の可視化、③地域防犯情報ネットワーク

目指す社会

つくば市 「つくばスーパーサイエンスシティ構想」の概要
Ⅰ 概要

1

つくばスーパーサイエンスシティ構想
～科学で新たな選択肢を、人々に多様な幸せを～

全体統括者（アーキテクト）
筑波大学 鈴木健嗣教授

市長
五十嵐立青

① 移動の自由と健康な自立を人々へ提供し、
安心して暮らせるために都市と郊外の二極化
を是正する。

② 人生の各段階を支える行政サービスを人々へ
提供し、信頼ある行政が支える多文化共生
の社会を実現する。

③ 安全で持続可能な都市空間を人々へ提供し、
活力ある都市力を向上させる。

CO907012
テキストボックス
R3.5.17　地方公共団体のスーパーシティ提案についての国家戦略特区WG委員等によるヒアリング　つくば市提出資料



スマートキャンパス と スーパーシティ

つくば市 「つくばスーパーサイエンスシティ構想」の概要
Ⅰ 概要

2

社会実装支援・
フェーズ認定

先進的な技術の社会実装に
基づき都市空間で科学する
筑波研究学園都市へ

高齢者が特に多い地域
（小田地区）

高齢者が特に多い地域
（宝陽台地区）

学生や外国人居住者の多い地域
（筑波大学周辺地区）

子育て世代が多く、再開発も予
定されている地域
（つくば駅周辺地区）

行政 移動 物流
医療・
介護

防犯･防災･
インフラ

イ ン タ ー
ネット投票、
行政手続DX、
つくばアプ
リ

つくばMaaS、
自動運転、
次世代モビ
リティ

自動配送ロ
ボット、ド
ローン配送

医療・生活
習慣情報活
用による健
康寿命延伸
等

デジタルツ
イ ン 、 防
犯・防災支
援技術

共通デジタルID基盤
（つくパス）

つくばスーパーサイエンスシティ構想

商業施設
（スーパー）

学生居住区

学生・職員
居住区

自動運転
検証ゾーン

学内循環バス路線
附属病院

医療
MaaS

キャンパス
MaaS

つくば
MaaS

つくば駅

水素燃料電
池バス活用

自動物流
模擬実証

運行サイネージ
顔認証決済
交通流把握と予測

救急救命高度化
病院の内外接続
モビリティ技術

運行サイネージ
顔認証決済
交通流把握と予測

歩行者用道路の
機能強化

キャンパスで実証・実装先端的サービス

デジタル・スマートキャンパス

つくば市へ展開・社会実装

科学的手法による
エビデンスの創出

他都市への展開

フェーズ0（内的要因） フェーズ1（外的要因） 社会実装認定

つくばスーパーシティ
倫理委員会

つくばまちなか
デザイン株式会社

(地域運営会社と協力)

つくば未来都市
プロジェクト

(27名参画)
（参考資料１）

スーパーシティの
先進実証フィールド

社会実装に向けた取組

連携事業者

大学国研

4機関

民間企業

46社

つくば
モデル

「誰一人取り残さない」
精神の下で、世界最高
峰の科学技術を結集

実問題を基礎研究へ
還流させる仕組み

学生数 教職員数留学生数 管理建物

5,264
（常勤）

16,516 2,251

学生宿舎

4000室約350棟

行政 移動 物流
医療・
介護

防犯・防災・
インフラ

データ連携基盤（キャンパスOS）

キャンパスOSと
都市OSの

連携

大学・国研の連携に
基づく産学公民体制に
よる研究学園都市型
スーパーシティの実現

データ連携基盤（都市OSアーキテクチャ）



ブラウンフィールド

◆ 高齢者が特に多い地域（参考資
料４）

住民数：1,795人 面積：6.75㎢
高齢化率：39%超
実施予定の先端的サービス：
先端的サービス１、２、３、４、５

＜目指すまちの姿＞
✓ 人生100年時代に生涯いきいきと

暮らせるまち

ブラウンフィールド

◆ 高齢者が特に多く、高齢者のみの
世帯の割合も高い南部の地域
（参考資料５）

住民数：1,290人 面積：0.23㎢
高齢化率：55%超
実施予定の先端的サービス：
先端的サービス１、２、３、４、５

＜目指すまちの姿＞
✓ 人生100年時代に生涯いきいきと

暮らせるまち
ブラウンフィールド

◆ 子育て世代が多い地域（参考資料３）
住民数：14,677人 面積：2.26㎢
実施予定の先端的サービス：
先端的サービス１、２、３、４、５

＜目指す街の姿＞
✓ 多様性をいかした誰もが活躍できるまち
✓ こどもを安心して生み育てられるまち

ブラウンフィールド
（スマートキャンパス）

◆ 単身世帯及び外国人居住者の多い筑波大
学周辺地域及び筑波大学キャンパス

住民数：13,212人 面積：5.28㎢
実施予定の先端的サービス：
先端的サービス１、２、３、４、５

＜目指すまちの姿＞
✓ 多様性をいかした誰もが活躍できるまち
✓ 知識集約によってイノベーションを創出するまち

グリーンフィールド

◆ 国家公務員宿舎跡地の土地利用が検討さ
れている街区（参考資料２）

住民数：0人 面積：0.064㎢
実施予定の先端的サービス：
先端的サービス１、２、３、４、５

＜目指すまちの姿＞
✓ 住民のために新たな技術や価値を導入し、進

化をつくるまち
✓ 知識集約によってイノベーションを創出するまち

位置図等 Ⅰ 概要

70街区
（緑色のエリア）

小田地区

宝陽台地区

筑波大学周辺地区

つくば駅周辺地区
3

中心部 周辺部

重点的に対象とする住民

高齢者 子育て
世代

外国人学生



つくばスマートシティ協議会

市長を本部長とする「つくば市スマートシティ推進本部」が推進役となり、つくばスマートシティ協議会、公募で選定した連携事業者、その他
連携機関と緊密な連携・協力関係を構築の下、スーパーシティ構想実現に向けて全庁横断的に取り組む。

スーパーシティ全体の
構想に対する参画

総会

幹事会

分科会

当該分野の課題解決に貢献する
技術・サービスを保有する会員で構成

会長：大井川 和彦 茨城県知事
五十嵐 立青 つくば市長

会員数：47機関（2021年4月現在）

分野横断事項連携会議（合同分科会）

モビリティ
行政
サービス

データ連携
基盤

医療福祉
介護

インフラ・
都市デザイン

つくば市

つくば市
スマートシティ推進本部
（意思決定）

本部長
五十嵐 立青
市長

アーキテクト
鈴木 健嗣
筑波大教授

CYBERDYNE

山海 嘉之 氏
＜社会実装＞

政投銀
竹森 祐樹 氏

＜事業性確認＞

NEC

永野 善之 氏
＜データ連携＞

日本総研
船田 学 氏

＜ファイナンス＞

元鹿島建設
浦嶋 将年 氏

＜インフラ分野＞

産総研
比留川博久氏
＜モビリティ＞

つくば市スーパーシティアーキテクト会議 エキスパート

特別職、アーキテクト、庁内全部局長で構成

部会（分野単位での事業検討）

庁内関係各課室の担当職員で構成

KPMG

平田 和義 氏
＜行政＞

筑波大学
西山博之氏

＜医療福祉＞

連携事業者（50社）

連携して構想の実現に向けて
取り組む事業者を公募

連携

連携

全体
構想

スマートキャンパス

未来都市プロジェクト

実証
現場

産官学
連携

連携機関連携事業者

スーパーシティ構想の推進体制

行政 移動 物流
医療・
介護

防犯･防災･
インフラ

連携事業者

事務局
スマートシティ戦略室
（19名）

2

（国立研究開発法人）

防災科学技術研究所

農業・食品産業技術総合研究機構

産業技術総合研究所

（国立大学法人）

筑波大学

その他民間企業46社

一般社団法人日本経済団体連合会

株式会社日本政策投資銀行

G20 Global Smart Cities Alliance

（国立研究開発法人）

国立環境研究所

科学技術振興機構外国人宿舎

物質・材料研究機構

宇宙航空研究開発機構筑波宇宙センター

（大学共同利用機関法人）

高エネルギー加速器研究機構

国土交通省国土技術政策総合研究所

国土交通省国土地理院

文部科学省研究交流センター

（国立大学法人）

筑波技術大学



農業・食品産業技術総合研究機構
（NARO）

高エネルギー加速器研究機構（KEK)

防災科学技術研究所
（NIED）

宇宙航空研究開発機構（JAXA）
筑波宇宙センター

産業技術総合研究所
（AIST）

物質・材料研究機構
（NIMS）

国土地理院
（GSI）

国土技術政策総合研究所
（NILIM）

筑波大学

筑波技術大学

国立環境研究所
（NIES）

つくば地域の大学・研究機関のリソースを総動員し
つくばスーパーサイエンスシティ構想を実現

連携事業者

連携機関（技術提供）

連携機関（キャンパスのス
マート化/研究・事務のデジタ
ルトランスフォーメーション）

姉妹都市の研究機関：
米国マサチューセッツ工科大学
（米国マサチューセッツ州ケンブリッジ市）

文科省研究交流センター

科学技術振興機構（JST）
外国人宿舎

スーパーシティ構想の推進体制
Ⅰ 概要
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Ⅱ➀「複数分野の先端的サービスの提供」に関する事項
先端的サービスの概要

つくば市役所

国研・民間研究機関

中心部
（つくば駅周辺地区）

周辺部
（宝陽台地区）

グリーンフィールド
（70街区）

先端的サービスのデータ連携による
まるごと未来都市構想

中心部
（筑波大学周辺地区）

先端的医療介護サービス
（つくばヘルスケア）

人生100年時代に自立していきいきとした生活を

先端的行政サービス
（つくばトラスト）

データ駆動型の地域共生社会を

先端的物流サービス
（つくばポーター）

どこに住んでいても快適に買物ができるまちを

先端的移動サービス
（つくばモビリティ）

必要なとき、必要な場所へあらゆる移動手段を 安全で持続可能な都市空間を

先端的防犯・防災・インフラサービス
（つくばレジリエンス）

都市OSを活用した
先進的データ連携基盤

地域課題を克服するための
大胆な規制・制度改革

社会全体が支え合う
「誰一取り残さない」精神

マイナンバーカードを活用する
共通デジタルID（つくパス）

都市空間で科学する住民中心のスーパーシティ

大学・国研連携を中核とした
スーパーシティエコシステム

6

周辺部
（小田地区）



先端的サービスの概要 行政分野～つくばトラスト

➢ 最新情報を分かりやすく提供
➢ 属性や希望に応じたコンテンツ

表示
➢ あなた向けの大事なお知らせ、

お得な情報をプッシュ通知
➢ 簡単な操作で手軽に申請

※イメージ画像

行政内部
データ

➢ データに基づき、より分かりやすいUX/UIによって、行政情報を
いつでもどこでも誰でも使いやすく

➢ 住民が参加するアイデア
ソンなどへ豊富な｢行政
ビッグデータ｣提供すること
によって、データ分析や可
視化を自ら行うことで、
住民にはナッジが働き、
｢地域共生社会｣や
｢SDGs｣への取り組みを
促進

⚫ オープンデータなどの充実
⚫ データ連携基盤を通じ民間への活用促進
⚫ 住民主体のまちづくりへの活用
⚫ Civic Tech
⚫ DIYまちづくり

➢ 投票における時間的、距離的負担を大きく軽
減でき、移動が困難な人・忙しい人でも投票
可能となることで、投票率向上が期待

➢ 接触の機会が減り、感染症リスクが低減
➢ 投票所受付を最小化、投票結果集計が迅速

化でき、職員の負担軽減とコストの削減

➢ 住民の声などを分析し、
制度の隙間問題や
データ分析のバイアス
等を検証し、的確な
EBPMを推進

④行政ビッグデータ活用

①インターネット投票

窓口
各種申請

観光
イベント

移動
(MaaS)

医療
福祉

防災

ごみ 図書館 各種相談教育・
子育て

②多言語ポータルアプリ ③行政手続DX

※イメージ画像

➢ 住民ニーズに合った行政手
続を提供

➢ 多様な行政サービスを分か
りやすくナビゲーション、「書
かない・待たない・行かな
い」を実現

➢ 何度も同じ内容を書くこと
なく手続を効率化

➢ 緊急時にも外
国語で迅速に
情報提供

データ駆動型の地域共生社会を

7

規制の特例措置 （公職選挙法、住民基本台帳法等）
◼ 投票場所について、インターネット投票については投票所以外の場所も認めること。
◼ 対面規制について、マイナンバーカードと署名用電子証明書を活用した公的個人認証により、市

役所に来庁せずに住民異動届をスマートフォン等から行う場合については適用除外とすること。又
はそれらの規定を廃止すること。等



先端的サービスの概要 移動分野～つくばモビリティ

必要なとき、必要な場所へあらゆる移動手段を

①周辺部コミュニティ・モビリティの導入 ②中心部複合MaaSの導入

★

★

★

★

★★

★

区域内移動サービス

➢ パーソナルモビリティ＋AIオンデマンドバスサービスで地域内の主要な目
的地（病院、店舗、公共施設等）へのスムーズな移動を実現

➢ 乗降ポイントは現在のつくタク利用実績データの解析により設定
➢ 中心部との結節点であるつくば駅周辺に接続

こどもMaaS

中心移動サービス

➢ 市内主要公園を低速自動走
行モビリティで結び、親子での
外出を支援

医療MaaS

➢ 筑波大学附属病院との連携により、
移動と診察を組み合わせたサービス
を提供

自動運転循環バス

➢ 学校、研究機関等の主要機
関が集積する学園東大通り、
スマートキャンパス化する筑波
大学構内を接続

タクシーの相乗りサービス

➢ 既存交通サービス（路線バス、
コミュニティバス）を補完し、中
心部の移動の新しい選択肢を
提供

つくば駅周辺をハブとして、区域内移動サービスと中心
部移動サービスを連結→日常の自由な移動と中心
部へのアクセス向上を実現
区域内移動サービス、中心部移動サービス及び既存
交通サービスをMaaSプラットフォームから検索・予約・
決済を可能とすることで交通ネットワークを最適化

自動走行パーソナルモビリティの
シェアリング

➢ つくば駅周辺の主要目的地へのア
クセス、回遊性の向上、交通弱者
の安心・安全な移動

8

規制の特例措置 （道路運送車両保安基準、道路交通法等）
◼ 基準の緩和について、同一車両で変更箇所が同一の場合については、審査の一部省略等、弾力的な

運用を可能とすること。
◼ パーソナルモビリティについては、原動機を用いる身体障害者用の車椅子と同様に、歩行者の範囲に含

めること。また、同法上歩行領域において当該パーソナルモビリティの無人自動走行を可能とすること。等



①自動配送ロボットやドローン等による買物の利便性向上

先端的サービスの概要 物流分野～つくばポーター

どこに住んでいても快適に買物ができるまちを

【中心部】中心部の日常の買物をさらに便利に
対象：時間にゆとりのない子育て世代

自動配送ロボットとドローン活用
による配送支援

➢ 中心部の大型スーパー等から70街
区を空の道で結び素早く配送（さら
に各戸のベランダに直接配送）

➢ 希望のタイミングで自動配送ロボット
が自宅まで配送

70街区

無人デリバリーロボットによる
365日24時間配達

➢ ペデストリアンデッキ付近の飲食店
等から自宅へデリバリー

➢ 夜間等の配送も可能

ペデストリアンデッキ付近

無人デリバリーロボットによる買
物後の重い荷物を自動追従型
荷物搬送ロボットが配送支援

➢ 中心部の大型スーパー等から徒歩
圏内の方へのサービス提供

近所のスーパー

共同溝

将来的には共同溝
を活用した配送も

②移動スーパーの高度化

移動スーパーの位置を見える化

➢ 到着時間を正確に把握し、ムダなく買物

自宅と営業場所間のパーソナルモビリティ活用

➢ 到着時刻に合わせて自宅からパーソナルモビリティで自動運転で移動
➢ 買物後は、荷物を載せて自宅へ

医薬品等の販売

➢ 遠隔医療後、処方薬を移動スーパーでお届け

【周辺部】周辺部の点在するお店をもっと近くに
対象：買物等が困難な高齢者

小田地区

宝陽台地区
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規制の特例措置 （航空法、道路交通法施行規則等）
◼ 飛行方法について、目視外飛行（レベル４）を実現すること。利用シーンに即した実効的な管

制システム、機体認証、操縦ライセンスを規定すること。
◼ 原動機を用いる身体障害者用の車椅子の基準について、高さ要件については、これを撤廃する

こと。また、長さ要件を自転車と同じ190cmに緩和すること。等



➢ ワクチン接種記録や健診結果等を住所や保険者資格の異動によらず、一覧化して本人に還元できる
➢ 医療機関における検査結果を電磁的記録として、いつでも参照又は共有することができる
➢ 健康関連データ活用による医療介護分野における各先端的サービスの高度化

➢ 効果の重複する薬剤を減らす・やめること
でQOLの向上を実現

➢ 多剤処方の予防による医療費の適正化

➢ 自宅で専門家の指導の下、身体的自
立度の維持・向上と介護度の進行防止

➢ 遠隔医療の高度化

➢ 人生の最終段階における医
療・ケアの充実

➢ 家族の負担軽減

➢ 不要な時間外診療抑止
➢ 重症度に応じた医療ケアを

実現

➢ 迅速に適切な医療機関への
搬送を実現

➢ 円滑な入退院手続

服薬 遠隔

先端的サービスの概要 医療介護分野～つくばヘルスケア

人生100年時代に自立していきいきとした生活を

・ワクチン接種歴
・診断歴
・処方歴

➢ 健診結果や既往歴、体調等に
基づいた食のレコメンドによる生
活習慣病予防

➢ 健診率向上と早期治療の実現

予防 生活支援 介護 医療

①健康寿命延伸

②救急医療高度化と
人生計画

④個人への健康関連
データの還元 履歴

➢ 運動促進による生活習慣病予
防と介護度進行の防止

➢ 健康予報で感染症へのレジリエ
ンス強化

食 運動 体温健診

・既往歴
・処置内容
・生活上の留意点

搬送ACP トリアージ

・生活ログ

・処方歴

・PHR、EHR

・生活上の留意点

・機能向上効果

③医療・介護・服薬の
連携による包括的サービス

いつでもどこか
らでも医療と
安心を

生活・医療の
情報をもとに
健康な生活を

住み慣れたま
ちで自分らしい
人生を

自分の手元に
生涯の健康記
録を
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規制の特例措置 （厚労省通知「新型コロナウイルス感染症の拡大に際しての電話や情報

通信機器を用いた診療棟の時限的・特例的な取扱いについて」等）
◼ 初診からの電話や情報通信機器を用いた診療の実施について、時限的・特例的に認められてい

る初診からのオンライン診療については、これを恒久化すること。等



先端的サービスの概要 防災・防犯・インフラ分野～つくばレジリエンス

安全で持続可能な都市空間を

①インフラ・エネルギーマネージメント

データ連携基盤

デジタルツイン

気象データ

人流データ

公共施設関係情報 センサー情報

SIBによる予防保全
（長寿命化）

公共施設包括管理による

効率化・高度化

交通流データ
その他データ

➢ インフラ維持管理に関する
トータルコストの縮減

➢ 都市空間をスマートプランニング
及びＰＤＣＡサイクルの実施

➢ 市全体や公共施設の快適な都
市空間を保ちつつカーボンニュー
トラルの実現

デジタルツイン
上でシミュレー
ション

成果連動型
民間委託契
約方式

安全で持続可能な都市空間を

※SIB（ソーシャル・インパクト・ボンド）

②避難所・被災状況の可視化

③地域防犯情報ネットワーク

➢ 避難場所や災害状
況の見える化

避難所等の見える化 被災状況の共有

➢ 住民や職員が市の
災害対策本部に被
害状況を共有

市役所の災害対応の効率化

災害対策本部

➢ 双方向コミュ
ニケーション等
による効率化

住民とつくる災害に強いまちを

住民みんなで見守り安心で安全なまちを

住民

学校 市職員

保護者 ➢ 不審者情報をデジタ
ルツイン・地図上に
表示・共有し、見守
り力を強化

➢ アプリで通知すること
で犯罪リスクを軽減

© 国土地理院
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規制の特例措置 （道路法施行規則等）
◼ ロボット等の先端技術を活用した近接目視以外の手法での点検につい

ては、これを認めること。等



つくば市が抱える問題
➢ 投票所までの移動手段がない。公共交通で市内全域を網羅でき

ておらず、自家用車がないと移動が困難
➢ 住民が地理的、時間的な制約を受けており、結果として住民の政

治参加が妨げられている状況が顕在化
➢ 投票所等での感染症リスクの感染拡大の懸念
➢ 感染症患者は行動制限のため投票が困難
➢ 投票所運営、投票結果集計等の職員負担とコスト増

目指す未来と取組内容

➢ スマートフォンやタブレットから本人確認、秘密投票が確保されたイン
ターネット投票を実現

➢ 投票における時間的、距離的負担を大きく軽減でき、移動が困難な
人・忙しい人でも投票可能となることで投票率向上が期待

➢ 接触の機会が減り、感染症リスクが低減
➢ 投票所受付を最小化、投票結果集計が迅速化でき、中長期的に

は職員の負担軽減とコストが削減

『オンラインでいつでもどこからでも選挙の投票を』

先端的行政サービス（つくばトラスト①）
Ⅱ➀「複数分野の先端的サービスの提供」に関する事項

（参考資料）

規制の特例措置（公職選挙法）

◼ 投票場所について、インターネット投票については投票所
以外の場所も認めること。

◼ 期日前投票について、インターネット投票については期日
前投票所以外にも認めること。 等

①インターネット投票

【従来の投票】

【インターネット投票】

✓ 時間の制約（投票所の開設時間）

✓ 地理の制約（決められた投票所）

✓ 移動の制約（投票所内外へのアクセス）

制約と負担を軽減し、いつでもどこからでも投票可能に

✓ 財政負担（場所と人の確保）

✓ 人的負担（立会・残業・深夜労働）

1. スマートフォン/タブレットにつくばアプリをインストール（初回のみ）
2. マイナンバーカードで公的個人認証（初回のみ）
3. つくばアプリで投票ページを参照し、顔認証とパスコードで本人確認
4. 候補者を選択し、投票
5. 投票結果は暗号化され、投票者情報と切り離されて集計
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※ ３年間にわたる行政が行う事業の審査でのインターネット
投票システムの実証実績

※ 基本構想の住民意向の確認にインターネット投票を実施
※ 2021年度市内公立学校での生徒会選挙での活用

（GIGAスクール構想と連携）
共通デジタルID（つくパス）
による厳正な個人認証



つくば市が抱える問題

➢ 行政情報は、ホームページや各種アプリなどにバラバラに分散
➢ 自分が受けられるサービスを必要なタイミングに知ることが困難
➢ 届出や手続をしたとき、一緒に行える手続が不明瞭
➢ 外国人の言語の壁による情報格差が発生し、日本人と同じ情報

が取得困難

目指す未来と取組内容

➢ 分散する行政情報を集約し、多言語で表示するポータルアプリを構
築。住民の希望（オプトイン型）により、属性情報や関心事項に基
づき個別化された適時の情報発信

➢ 住民は関心のある情報を見逃すことなく受け取ることが可能
➢ 緊急時にも外国語で迅速に情報取得

『行政情報をいつでもどこでも誰でも使いやすく』

先端的行政サービス（つくばトラスト②）
Ⅱ➀「複数分野の先端的サービスの提供」に関する事項

（参考資料）

②多言語ポータルアプリ

規制の特例措置
（公的個人認証法）

◼ 署名利用者の異動等による署名用電子証
明書の失効について、失効せずに当該異動
等の際に使用した電子証明書により住所情
報を書き換えることを可能とすること。 等

・最新情報を分かりやすく提供
・属性や希望に応じたコンテンツ表示
・住民向けの大事なお知らせを個別化してプッシュ通知
・簡単な操作で申請

つくばアプリ
「パッと見られて」「すぐ気づく」

窓口
各種申請

観光
イベント

移動
(MaaS)

医療
福祉

防災

ごみ 図書館 教育・
子育て

各種相談

※イメージ画像

➢ 災害等緊急
時にも外国語
で迅速に情報
提供
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学生 子育て世代

外国人 高齢者



つくば市が抱える問題

➢ 住民ニーズに合った、行政手続窓口サービスが実現できていない。
特に、デジタルトランスフォーメーションの観点からデジタル技術を活
用した住民のユーザーエクスペリエンスの向上（何度も同じ内容を
記載不要にすることなど）と、行政内部の業務効率化への対応

目指す未来と取組内容

➢ 行政手続に関する住民ニーズ調査を基に、窓口業務のサービスデザ
インの観点から、行政手続窓口をデジタル化（DX）

➢ 多様な行政サービスをナビゲーションするサイトを構築。行政手続での
「書かない・待たない・行かない」を実現

➢ 行政サービス利用時の煩雑な申請手続を改善するための、行政手
続棚卸しを実施、申請書作成手続を効率化

『書かない・待たない・行かない窓口を』

先端的行政サービス（つくばトラスト③）
Ⅱ➀「複数分野の先端的サービスの提供」に関する事項

（参考資料）

③行政手続ＤＸ

規制の特例措置（住民基本台帳法等）

◼ 対面規制について、マイナンバーカードと署名用電子証明
書を活用した公的個人認証により、市役所に来庁せずに
住民異動届をスマートフォン等から行う場合については適
用除外とすること。又はそれらの規定を廃止すること。

※イメージ画像

※イメージ画像

児童手当認定請求書

氏名 ○○○○○

性別 ○

氏名 住所

○○○○○ ○○都○○区○○丁

○○○○○ ○○都○○区○○丁

・・・
・・・

請
求
者

子
ど
も

○○○○○ ○○都○○区○○丁

相談ボット
手続き
フィルター

帳票ビルダー 受付申請連携

チャットボッ
ト型・
開放型

ゴール検索

Q?

A

Q?

A

Q?

A

・
・
・

住民・
利用者

タッチ
ポイント

児
童
手
当

○○
手続き

児童手当認定請求書

氏名

性別

氏名 住所

請
求
者

子
ど
も

Step 1 Step 2 Step 3 Step 4

QRコード

紙

API

市役所窓口

市役所システム

スマホ・PC

コールセン
ター

コンビニ・
SC

市役所

■■■■

■■■■

スマートフォンやパソコンなどから、ナビゲーションサイトが
案内を行い、同じ内容は何度も入力せずに申請できる。
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スマートフォン・パソコン チャットボット型・
開放型ゴール検索

コールセンター

コンビニ

市役所

住民・
利用者

紙

市役所窓口

市役所システムAPI

QRコード

Step1 Step2 Step3 Step4

申請連携



つくば市が抱える問題

➢ 地域の公的サービスと協働して、住民が主体的に地域課題の解
決に参加できていない状況

➢ 住民は、市役所内部の大量のデータ（災害時に支援が必要な
人のデータなど）へアクセス不可

➢ 複数の分野・地域にまたがる複合化・複雑化した課題に対し、市
役所側の受け止めが不十分

目指す未来と取組内容

➢ 豊富な｢行政ビッグデータ｣の庁内共有・外部提供と、その分析により、
地域課題を可視化

➢ 本人確認がなされた上での住民意見を収集する手段を開発し、住
民意見等を分析し、制度の隙間問題やデータ分析のバイアス等を検
証し、より的確なEBPMを推進

➢ 住民と行政が一体となった｢Hack My Tsukuba（データを活用した
アイディアソン）｣等のワークショップを実施し、住民が主体的に活動す
る｢地域共生社会｣や｢ＳＤＧｓ｣を実現

『行政ビッグデータで住民主体のまちづくりを』

先端的行政サービス（つくばトラスト④）
Ⅱ➀「複数分野の先端的サービスの提供」に関する事項

（参考資料）

④行政ビッグデータの活用

規制の特例措置
（行政機関個人情報保護法）

◼ 行政機関非識別加工情報の提案募集について､機
微情報については、行政機関の判断で募集から除外
するのではなく､匿名加工の強度を増すことで提供で
きるようにすること。 等

行政内部データ（医療・介
護・保険・福祉データ、住民
記録データ、地方税データ
など）

連
結
加
工

住民意見等
アンケートなど

収
集

デ
ー
タ
提
供

匿名加工情報つくば市

デ
ー
タ
活
用

(

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
等)

協
働
活
動

• オープンデータなどの充実
• 匿名加工データ（要援護者データなど）

の提供
• データ連携基盤を通じ民間への活用促進
• 住民主体のまちづくりへの活用
• Civic Tech
• DIYまちづくり

分
析

政
策
立
案仮名加工情報

政
策
実
行

行政サービスフロー改善に反映

尊重
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ハザードマップと
要援護者の重ね合せ図



つくば市が抱える問題

➢ 公共交通で市内移動をするのが不便で、自家用車がないと、買
物や通院など日常生活が不便

➢ 高齢者、障害者を支える移動手段が不足していることにより、ひき
こもりがちになり社会参加が低下し、また、送迎など家族の負担や
交通事故が増加

『必要なとき、必要な場所へあらゆる移動手段を』

先端的移動サービス（つくばモビリティ①）
Ⅱ➀「複数分野の先端的サービスの提供」に関する事項

（参考資料）

①周辺部コミュニティ・モビリティの導入

規制の特例措置（道路運送車両保安基準等）

◼ 基準の緩和について、同一車両で変更箇所が同一
の場合については、審査の一部省略等、弾力的な運
用を可能とすること。

◼ パーソナルモビリティについては、原動機を用いる身体
障害者用の車椅子と同様に、歩行者の範囲に含め
ること。また、同法上歩行領域において当該パーソナ
ルモビリティの無人自動走行を可能とすること。 等

目指す未来と取組内容

➢ AI配車技術を活用したオンデマンドバスサービスを導入し、日常生活
圏における目的地（病院、店舗、公共施設等）へのスムーズな移
動を実現

➢ 自動走行機能を有するパーソナルモビリティを地区内シェアリングサー
ビスとして導入し、オンデマンドバスの乗降場所まで離れている利用者
でも利用しやすい環境を構築し、安心・安全な外出を実現

運行情報（ダイヤ、走行位置等）と連携させ、
パーソナルモビリティを自宅まで自動配車

オンデマンドバス 移動スーパー

データの活用

つくタク利用
データを解析

「つくばアプリ」へ
MaaS機能を実装

○ オンデマンドバスサービスで、日常生活に
お ける移動目的地へスムーズに移動

○ 交通結節点であるつくば駅周辺に接続
することで、中心部の利便性へもアクセス

○ パーソナルモビリティシェアリングサービス
で、自宅周辺、最寄りのバス停までの
移動をサポート

○ 自動走行機能により、高齢者、障害
者の安心・安全な外出を支援

買物、通院、公共施設等

つくば駅周辺

「つくばアプリ」からの検索・配車・決済を可能にし、利用しやすい交通サービスを実現
オンデマンドバスの運行情報（ダイヤ、走行位置等）、移動スーパーの運行情報と連携させたパーソナルモビリティの自動配車、ア
プリから配信される地域のイベント情報・コミュニティ活動情報等からの外出のきっかけ作りなど、多様なデータと連携することで目的
に合わせたモビリティサービスを提供

つくば
モビリティ
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※10年間にわたるデマンド交通サービス（年間5.5万人）の運用実績



つくば市が抱える問題

➢ つくば駅周辺の主要ランドマークを歩いて回るためには各施設間の
距離があるため、回遊性に乏しく、中心部の賑わい減少が顕在化

➢ 近距離の移動であっても自家用車頼り

『必要なとき、必要な場所へあらゆる移動手段を』

先端的移動サービス（つくばモビリティ②）
Ⅱ➀「複数分野の先端的サービスの提供」に関する事項

（参考資料）

②中心部複合MaaSの導入

規制の特例措置（道路運送法等）

◼ 一般乗用旅客自動車運送事業については、「一個
の契約によりロの国土交通省令で定める乗車定員
未満の自動車を貸し切つて旅客を運送する」を「一
又は複数個の契約」にも適用範囲を広げるか、又は
相乗り制度を新設すること。

◼ 基準の緩和について、同一車両で変更箇所が同一
の場合については、審査の一部省略等、弾力的な
運用を可能とすること。 等

目指す未来と取組内容

➢ つくば駅周辺地区のペデストリアンデッキでのパーソナルモビリティのシェ
アリング、学園東大通り・筑波大学構内での自動運転循環バスを提
供し、つくば駅周辺の主要目的地へのアクセス、回遊性を向上

➢ つくばアプリを通じて、既存幹線交通へのスムーズな乗り継ぎを実現し
つつ、タクシーの相乗りサービスや大学附属病院との医療MaaS、親
子での外出に優しいこどもMaaSなど、新たな選択肢を提供

公共交通サービス、パーソナルモビリティ、民間送
迎サービスも含めた交通ネットワークの全体最適化

移動データ、バス乗降データ
交通ネットワーク

最適化

つくば
モビリティ

医療MaaS

➢ 大学附属病院との連携により、移
動と診察を組み合わせたサービスを
提供

自動走行パーソナルモビリティのシェアリング

➢ つくば駅周辺の主要目的地へのアクセ
ス、回遊性の向上、交通弱者の安心・
安全な移動

遠隔型自動運転システムによるモビリティや
電動キックボード、シェアバイク等

パーソナルモビリティ
で院内移動

受付
診察
検査

清算

バス病院

こどもMaaS

➢ 市内主要公園を低速自動
走行モビリティで結び、親子
での外出を支援

➢ こども単独での習い事等へ
の安全な移動を支援

自動運転循環バス

➢ 学校、研究機関等の主要
機関が集積する学園東大
通り、スマートキャンパス化す
る筑波大学構内を結ぶ

タクシーの相乗りサービス

➢ 既存交通サービス（路線バ
ス、コミュニティバス）を補完し、
中心部の移動の新しい選択
肢を提供

17



つくば市が抱える問題

➢ 家事や育児で手が離せない、共働きで平日昼間は不在等、自分
の都合に合わせて、欲しいときに荷物を受け取ることが困難

➢ ベビーカー利用時やこどもと一緒の買物等、重い荷物を運ぶのが
困難

目指す未来と取組内容

➢ グリーンフィールドの高層住宅へのドローン配送、ペデストリアンデッキで
の自動配送ロボットによる365日24時間デリバリー等、いつでもどこで
も便利に荷物を受け取れる仕組みを確立

➢ 買物後の重い荷物を自動追従型荷物搬送ロボットが配送支援、こ
ども連れでも買物が便利に

『中心部の日常の買物をさらに便利に』

先端的物流サービス（つくばポーター①）
Ⅱ➀「複数分野の先端的サービスの提供」に関する事項

（参考資料）

規制の特例措置（航空法等）

◼ 飛行方法について、目視外飛行（レ
ベル４）を実現すること。利用シーン
に即した実効的な管制システム、機
体認証、操縦ライセンスを規定するこ
と。

◼ 歩行領域において当該パーソナルモビ
リティの無人自動走行を可能とするこ
と。 等

①自動配送ロボットやドローン等による買物の利便性向上

つくば
ポーター
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「空の道」整備

・夜間等の配送も可能
・無人化により感染症対策にも有効

自動飛行で配送し帰還
完全無人で自動配送

ドローン
ステーション

【70街区】

【ペデストリアンデッキ付近】

完全無人で自動デリバリー
デリバリー元
（飲食店等）

欲しいときに荷物が届く

重い荷物を自動で運んでくれる

スーパー等

追従ロボが自宅まで自動配送

行きは徒歩

・重い荷物を自動追従型荷物搬送ロボットが配送
・配送後は自動帰還

【中心部の共同溝】

将来、共同溝
を配送路として
活用も

希望のタイミングで受け取り

自動配送ロボットとドローン活用による配送支援

無人デリバリーロボットによる365日24時間デリバリー

買物後の重い荷物を自動追従型荷物搬送ロボットが配送支援

配送元
（大型スーパー等）

【近所のスーパー】

災害時でも高層階で受取可能



つくば市が抱える問題

➢ 近くにスーパーがなかったり、移動販売の時間が合わなかったりと、
自家用車がないと周辺地区における生活用品の買物が困難

➢ 医療機関や薬局が近くになく、遠隔医療を受けた場合でもその後
の処方薬の受取が困難

目指す未来と取組内容

➢ 移動スーパーの現在地、到着時間をスマートフォンで確認可能にし、
到着時間に合わせて自宅からパーソナルモビリティで移動する買物を
実現

➢ 医療機関、薬局、スーパーの連携により、遠隔診療後に処方薬を移
動スーパーで受取

『周辺部の点在するお店をもっと近くに』

先端的物流サービス（つくばポーター②）
Ⅱ➀「複数分野の先端的サービスの提供」に関する事項

（参考資料）

規制の特例措置
（道路交通法施行規則等）
◼ 原動機を用いる身体障害者用の車椅

子の基準について、高さ要件について
は、これを撤廃すること。また、長さ要件
を自転車と同じ190cmに緩和すること。

◼ 薬剤の品質管理について、「速やかに
確実に」という点については、配送コスト
等を踏まえた現実的な時限を目安とし
て明瞭に示すこと。 等

②移動スーパーの高度化

自宅

移動スーパー

移動スーパーの現在地をリアルタイム表示

自宅 移動スーパー

自動運転で移動

自動運転で帰宅

到着時間ちょうど
に営業場所へ

荷物も一緒に
移動

パーソナルモビリティで楽々移動

移動スーパーの見える化 欲しいものが届く

自宅で遠隔医療

移動スーパーで受け取り

生活習慣情報・
パーソナルヘルス
レコードに基づい
てたおすすめの
食品や日用品
の提供も

移動場所、到着時間等がスマホでわかる 遠隔医療受診後の薬をお届け

営業場所

14:50到着予定

その他、こんな機能も
・運行状況等のプッシュ通知
渋滞、工事等で到着時間の遅れを通知
おすすめ商品や在庫状況のお知らせ等

・キャッシュレス
レジの効率化
購買データの活用（ニーズに応じた商品提供等）

自宅と営業場所間の
パーソナルモビリティ活用

移動スーパーの位置を見える化 医薬品等の販売

つくば
ポーター
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つくば市が抱える問題
➢ 高齢者の病気療養や要介護の期間が長期化

（平均寿命と健康寿命とのかい離）
➢ 標準化医療費全体に占める生活習慣病は約５割であり、茨城

県の標準化医療費よりも高額
➢ 特定健診の低受診率
➢ 高齢者の外出の機会や意欲が低下。他方、感染症の流行下で

は、外出を自粛するなどの活動縮小が必要

目指す未来と取組内容

➢ 生活情報と医療情報に基づいた食のレコメンドを実施し、糖尿病等
の生活習慣病を予防・進行抑止

➢ コミュニティの形成支援と運動の習慣化により、外出意欲を創出、運
動習慣の定着とフレイル予防を実現

➢ 行動タイプ別の勧奨通知を行い、病の早期発見と治療を実現
➢ 体温管理等による健康予報により、効果的な感染拡大予防

『生活・医療の情報をもとに健康な生活を』

先端的医療介護サービス（つくばヘルスケア①）
Ⅱ➀「複数分野の先端的サービスの提供」に関する事項

（参考資料）

規制の特例措置
（健康サポート薬局開設基準）

◼ かかりつけ薬局としての基本的機能に
ついて、薬剤師の相談対応時間につ
いては、薬局の開店時間内に限り対
応することも可能とすること。

①医療情報や生活習慣情報活用による健康寿命延伸
食事の内容が個人に
合った食材が自動で配
送され、顔認証で本人
確認の上、受け取るイ
メージ▼

▲ウェアラブル・デバイス
で日々の運動情報
やバイタルデータを送
信するイメージ

【伝える】行動変容

・特定健診の受診率
・感染症へのレジリエンス

課
題

目
指
す
未
来

病の早期発見と治癒の実現

利用者

取
組
内
容

【集計・発見する】データ解析・研究

【測る・記録する】センシング・行動履歴

生活習慣病の予防
と進行抑止

運動習慣の定着
フレイル予防

効果的な感染拡大予防

・魅力的な通いの場不足
・運動習慣づくり

・生活習慣病の予防と
進行抑止

・安心して外出できる
環境整備

早期発見 食の提案 運動 感染症対策

データ連携基盤

つくば
ヘルスケア
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つくば市が抱える問題
➢ 都市と郊外の二極化により、救急医療へのアクセスに地域差
➢ 侵襲的治療非希望や蘇生行為不要といった人生の最終段階に

おける医療に対する希望が搬送後に判明
➢ 同時多発的な搬送要請が生じた場合、地理的距離だけでなく、

必要な医師・医療設備、重症度と緊急度に応じた搬送が必要
➢ 感染症予防及び医療費の適正化の観点から、セルフメディケー

ションの促進が必要

目指す未来と取組内容

➢ 電子データでのアドバンス・ケア・プラン（ACP）作成・管理により人
生の最終段階における医療・ケアに関する本人の希望を尊重

➢ 遠隔医療相談等による医療トリアージにより、不要な時間外診療抑
止とセルフメディケーションを促進

➢ 緊急時において、生体認証に基づき医療関連情報を共有、適切な
医療機関への搬送と救急医療を高度化

『いつでもどこからでも医療と安心を』

先端的医療介護サービス（つくばヘルスケア②）
Ⅱ➀「複数分野の先端的サービスの提供」に関する事項

（参考資料）

規制の特例措置
（厚労省通知「新型コロナウイルス感染
症の拡大に際しての電話や情報通信機
器を用いた診療棟の時限的・特例的な
取扱いについて」）

◼ 初診からの電話や情報通信機器を
用いた診療の実施について、時限的・
特例的に認められている初診からのオ
ンライン診療については、これを恒久
化すること。

②救急医療高度化と亡くなる日までの人生計画

◀こどもの体調不
良について、遠
隔医療相談で
救急受診の要
否を医師に相談
するイメージ

②看護師による状態観察・処置

※ACP＝Advance Care Planningの略。人生の最終段階における医療・ケアの意向

薬局
ドラッグストア

急な体調不良の連絡／オンライン診療

夜間受診

かかりつけ医受診

自宅療養

かかりつけ医

夜間当直医

オンライン診療医／
往診実施医師

軽症疾患

中症疾患

重症疾患

①医師への医療相談

多
言
語
相
談

③市販薬の自動配達
ドローン等

配送事業者

平常時

緊急時 ①（※事前）ACPの作成／緊急時の情報開示に係る事前同意

②救急搬送

遠
隔
診
療

（
ト
リ
ア
ー
ジ
）

かかりつけ医

搬送先
医療機関

④診断歴・処方薬照会

データ連携基盤

③本人確認

救急救命士

⑤状態報告
患者

（急患）

患者

・適時適切な受診の
判断ができる

・安心して自主服薬
に取り組める

・人生の最終段階に
おける医療・ケアの
充実

・適切な医療機関へ
の搬送ができる

目指す未来

つくば
ヘルスケ
ア
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つくば市が抱える問題
➢ 医療と介護の分断によるサービスの空白地帯が存在
➢ 感染症予防の観点から、施設への通所のためらい
➢ 医療機関と介護施設で情報が分断していることから、各機関・施

設において身体機能の維持・改善のみが評価対象となっており、
先天的な機能差等を加味し、個人の感じ方（幸福度）を含めた
評価が不可能

➢ 病院間及び薬局間で処方薬の情報が統合されていないため、複
数の病院に通院する人ほど、多剤処方となる傾向

目指す未来と取組内容

➢ 医療・介護・薬局間で相互に情報を参照・分析・評価できる環境を
構築、効果的な組み合わせの薬剤処方や多様な幸せの在り方に合
わせたケアを実現

➢ 自宅等で専門家の指導の下、身体機能改善プログラムを受けられる
仕組みを構築、入退院によらず、一貫したケアを提供

『住み慣れたまちで自分らしい人生を』

先端的医療介護サービス（つくばヘルスケア③）
Ⅱ➀「複数分野の先端的サービスの提供」に関する事項

（参考資料）

規制の特例措置
（個人情報保護法施行令等）
◼ 診療情報の開示について、開示の請求

を行った者が希望する場合については、
電子データでの交付を可能とすること。

◼ 飛行方法について、目視外飛行（レベ
ル４）を実現すること。利用シーンに即
した実効的な管制システム、機体認証、
操縦ライセンスを規定すること。 等

③医療・介護・服薬の連携による包括的サービス

◀遠隔診療を受
け、多剤処方に
ならないよう配慮
した内容で薬剤
の送付・返却を
する高齢者のイ
メージ

医療と介護の
一気通貫での
アウトカム評価

医療機関

回復期

介護施設
医薬品取扱

事業者

自宅での身体機
能回復・向上の
支援体制確立

処方薬の
パーソナライズ化

居宅療養薬剤管
理指導の高度化

取組内容

情報開示
への同意

照会

照会

照
会

開示

開示

開
示

目指す未来

自宅にいながら効
果的な組み合わせ
での薬剤処方

多様な幸せの在り
方に合わせた医療・
介護ケア

入退院によらず、
一貫したケア

※予め開示の範囲は選択しておく。

データ連携基盤

治療期

維持・予防期

利用者

つくば
ヘルスケ
ア
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目指す未来と取組内容

➢ 健康・医療情報の個人への電磁的データ還元により、自分の症病歴
や処方薬の内容をいつでも閲覧可能化

➢ 保険者間の健診データの情報連携により、検査・診断結果や処方
薬情報、予防接種履歴を第三者に開示可能化。資格異動時にも
シームレスに健診結果を連携

『自分の手元に生涯の健康記録を』

先端的医療介護サービス（つくばヘルスケア④）
Ⅱ➀「複数分野の先端的サービスの提供」に関する事項

（参考資料）

規制の特例措置
（マイナンバー法）

◼ 特定個人情報について、マイナンバー
で紐づけられた健康関連データについ
ては、同項に規定する特定個人情報
から除外すること。

④マイナンバー及びマイナンバーカードを用いた個人への健康関連データの還元

医療機関 自治体

※医療等分野での番号（電磁的
符号を含む）による管理

保険者

※マイナンバーで管理 ※マイナンバーで管理

医療機関
A

医療機関
B

医療機関
C

自治体
D

自治体
E

自治体
F

保険者
G

保険者
H

保険者
I

※照会したデータ別に統合されたもの
【照会例】病歴、服薬履歴、検査結果、健診結果、

予防接種履歴、障害者認定

・転出入によらない
健診・予防接種の
記録

・自分の傷病歴や
処方薬の内容をい
つでも閲覧

・資格異動時にもシーム
レスに健診結果を連携

※厚労省の進める医療等情報の連結
推進に向けた被保険者番号活用
の取組みの方針を斟酌する。

※国の取組みを活用できるよう応用の
きく仕組みづくりに配慮する。

つくば市が抱える問題

➢ 診療情報等の開示方法（紙、電子データなど）は、医療機関の
管理者の指定する方法に限定

➢ 制度上、個人情報の開示についても書面交付が基本で、例外も
請求者の同意の下、取扱事業者が決定

➢ 医療情報は機微性が高く、医療分野におけるマイナンバーの活用
が限定的

データ連携基盤

目
指
す
未
来

取
組
内
容

利用者

開
示

照
会

開
示

照
会

開
示

照
会

開
示

照
会

開
示

照
会

開
示

照
会

開
示

照
会

開
示

照
会

開
示

照
会

開
示

照
会

個人がマイナンバーカードによる
個人認証の下、データを照会

つくば
ヘルスケ
ア
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つくば市が抱える問題

➢ 研究学園都市建設時に整備されたインフラが一斉に老朽化し、
更新時期が集中

➢ 公務員宿舎の処分による跡地開発等により、つくば駅周辺の緑
豊かなゆとりある街並みが大きく変化するとともに、大規模商業施
設の閉店等によりまちの賑わいが減少

目指す未来と取組内容

➢ SIBによる民間資金を活用した予防保全（長寿命化）の実施及
び公共施設包括管理による専門性の向上及び維持管理の効率化
によりインフラ維持管理に関するトータルコストを削減

➢ デジタルツイン上でのシミュレーションによる都市空間のスマートプランニ
ングによる市街地の活性化やカーボンニュートラルの実現

『安全で持続可能な都市空間を』

先端的防犯・防災・インフラサービス（つくばレジリエンス①）
Ⅱ➀「複数分野の先端的サービスの提供」に関する事項

（参考資料）

規制の特例措置
（道路法施行規則等）

◼ ロボット等の先端技術を活用した
近接目視以外の手法での点検に
ついては、これを認めること。

◼ 自己託送が認められる相互関係
については、①公共施設に託送す
る場合、②市との防災協定（避
難施設等）を行った場合、③補
助金適用を受けた発電装置から
任意の相手のPPAによる場合等
に拡大すること。

◼ 水素の貯蔵量については、上限値
を撤廃すること。

データ連携基盤

気象データ

人流データ

公共施設関係情報 センサー情報

公共施設包括管理による

効率化・高度化
交通流データ
その他データ

➢ インフラ維持管理に関する
トータルコストの縮減

➢ 都市空間をスマートプランニング及びPDCA
サイクルの実施

➢ 市全体や公共施設の快適な都市空間を
保ちつつカーボンニュートラルの実現

デジタルツイン上で
シミュレーション

成果連動型民間
委託契約方式

※SIB（ソーシャル・インパクト・ボンド）

© 国土地理院

デジタルツイン

SIBによる予防保全
（長寿命化）

①インフラ・エネルギーマネジメント
各種情報の
見える化

つくば
レジリエン
ス
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つくば市が抱える問題

➢ 災害時の被害状況や避難所の開設状況等の確認、定時報告
等が手間

➢ 比較的災害が少ないため、訓練だけでは避難所運営に関するノウ
ハウが蓄積しにくい状況

目指す未来と取組内容

➢ 避難所の開設状況や被害状況、混雑情報、備蓄品、電源供給可
能な水素燃料電池バスの位置を地図上で可視化し、住民の安全・
安心な避難を支援

➢ 災害対策本部と避難所担当職員を双方向でつなぎ、市役所の災
害対応を効率化

『住民とつくる災害に強いまちを』

Ⅱ➀「複数分野の先端的サービスの提供」に関する事項
（参考資料）つくば

レジリエン
ス

先端的防犯・防災・インフラサービス（つくばレジリエンス②）

規制の特例措置 なし

②避難所・被災状況の可視化

○住民や職員が市の災害対策本部
に被害状況を共有

○災害対策本部と避難所担当職員を双方向で
接続

○避難所の開設状況や被害状況、混雑
情報、備蓄品、電源供給可能な水素
燃料電池バスの位置を地図上で可視化

避難所等の見える化 被災状況の共有 市役所の災害対応の効率化
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つくば市が抱える問題

➢ 近隣に血縁者がいない核家族の増加や共働き世帯の増加等によ
り、地域における相互助け合い力が低下

➢ 犯罪件数は県内でも高止まり

目指す未来と取組内容

➢ 学校が収集した不審者情報をつくばアプリの地図を経由して、保護
者等希望する住民にプッシュ配信し、犯罪回避を促すことにより安
全・安心なまちを実現

➢ 不審者情報を地図・デジタルツイン上に表示・共有し、市役所や警
察での対策に活用

『住民みんなで見守り安心で安全なまちを』

Ⅱ➀「複数分野の先端的サービスの提供」に関する事項
（参考資料）

③地域防犯情報ネットワーク

データ連携基盤

地図・
デジタルツイン

不審者情報

市職員・警察官

小中学校・保育所・幼稚園等

保護者 住民

各種情報の
見える化

希望する地区の
不審者情報の通知

規制の特例措置 なし

散逸していた既存の

不審者情報を集約

つくばアプリ

迅速な情報共有

防犯意識の向上

時間・空間での分析に
よる新たな気づき

防犯パトロールのルート
設定、街頭の新設等

つくば
レジリエン
ス
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先端的防犯・防災・インフラサービス（つくばレジリエンス③）

〇月〇日〇時〇分

声かけ事案発生

○月○日○時ころ、買
い物帰りの女性が、男
に「いくつ？」などと声を
掛けられ、腕を捕まれる
事案が発生しました。
男の特徴は○○○です。

学校
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No ①提案名
②具体的な事業の実施
内容

③「②」の事業を実施した場
合に想定される経済的社会
的効果

④「②」の事業
の実施を不可
能又は困難と
させている規
制等の内容

⑤「④」の規制
等の根拠法令
等

⑥「④」及び「⑤」の規制・制度改革のために提
案する新たな措置の内容

⑦参考
資料があ
る場合は、
その有無

１

公職選挙で
のインターネッ
ト投票の可能
化

マイナンバーカードと共通
デジタルIDを活用した公
的個人認証による一人
一票の担保と、ブロック
チェーン技術による秘密
が守られ改ざん不可能
で透明性を持ったイン
ターネット投票を、スマー
トフォン等から行えるよう
にする。

投票所への移動が困難な高
齢者や障害者の投票が容
易になるほか、若年層の投
票率の向上も期待できる。ま
た、感染症対策にもつながる。

公職選挙法に
おいて、投票
立会人や投票
所における投
票が必須とさ
れている。

公職選挙法
第44条
第45条
第46条
第48条の２
第68条

公職選挙法第44条による投票場所について、イ

ンターネット投票については投票所以外の場所も

認めること。

第45条による投票用紙の交付について、インター

ネット投票については適用除外とすること。

第46条による自書・投函義務について、インター

ネット投票については適用除外とすること。

第48条の２による期日前投票について、インター

ネット投票については期日前投票所以外にも認

めること。

第68条による無効投票について、インターネット

投票については適用除外とすること。

地方公共団体の議会の議員及び長の選挙に係

る電磁的記録式投票機を用いて行う投票方法

等の特例に関する法律第３条による電磁的記

録式投票機による投票について、インターネット投

票については投票所以外にも認めること。

無

２

公的個人認
証に係る住
所変更後の
電子証明書
の自動書換
可能化

分散する行政情報を集
約し、多言語で表示す
るポータルアプリを構築す
る。
住民の希望（オプトイン
型）により、属性情報に
基づき個別化された情
報発信も行う。
さらに、マイナンバーカード
を活用し、行政への
様々な申請・手続をアプ
リ上から行えるようにする。

マイナンバーカードを活用する
ためのJ-LIS電子証明書は
住民が転居届を出すと「書
換」でなく「失効」される。
そのため、住民は転居届だけ
でなく証明書再発行申請も
行わなければならない、また、
関連民間サービスもすべてマ
イナンバーカードの再認証が
必要となるが、「書換」が可
能となることにより、行政手
続に係る住民の負担軽減や
感染症対策にもつながる。

マイナンバー
カードを活用す
るためのJ-LIS
電子証明書は
住民が転居届
けを出すと「書
替」でなく「失
効」される。

電子署名等に
係る地方公共
団体情報シス
テム機構の認
証業務に関す
る法律
第15条第１
項第２号
第34条第１
項第２号

電子署名等に係る地方公共団体情報システム
機構の認証業務に関する法律第15条第１項
第２号による署名利用者の異動等による署名
用電子証明書の失効について、失効せずに当該
異動等の際に使用した電子証明書により住所情
報を書き換えることを可能とすること。
第34条（利用者証明用電子証明書の失効）
第１項第２号による利用者証明利用者の異動
等による利用者証明用電子証明書の失効につ
いて、失効せずに当該異動等の際に使用した電
子証明書により住所情報を書き換えることを可能
とすること。

有

参考
資料
A

Ⅱ②「広範かつ大胆な規制・制度改革の提案」に関する事項
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No ①提案名
②具体的な事業の実施
内容

③「②」の事業を実施した場
合に想定される経済的社会
的効果

④「②」の事業の
実施を不可能又
は困難とさせている
規制等の内容

⑤「④」の規制等の根
拠法令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・制度改革の
ために提案する新たな措置の内容

⑦参考
資料があ
る場合は、
その有無

３

住民異動届
手続のオンラ
イン化

マイナンバーカードと署名
用電子証明書を活用し
た公的個人認証により、
役所に来庁せずに住民
異動届をスマートフォン
等から行えるようにする。

公的個人認証による本人確
認を行うことにより、住民に関
する正確な記録を担保する
ことや住民の行政手続にお
ける負荷の軽減、職員の業
務効率化といった効果が期
待できる。また、感染症対策
にもつながる。

住民基本台帳法
（昭和42年法律
第81号）、住民
基本台帳法施行
令（昭和42年政
令第292号）、
住民基本台帳法
施行規則（平成
11年自治省令第
35号）において、
届出人が書面によ
り届出すること
（書面規制）、
対面による本人確
認が必須（対面
規制）となってい
る。

住民基本台帳法
第27条
住民基本台帳法施
行令
第26条
住民基本台帳法施
行規則
第52条

住民基本台帳法第27条及び住民
基本台帳法施行令第26条による書
面規制並びに住民基本台帳法施行
規則第52条による対面規制について、
マイナンバーカードと署名用電子証明
書を活用した公的個人認証により、
市役所に来庁せずに住民異動届をス
マートフォン等から行う場合については
適用除外とすること。又はそれらの規
定を廃止すること。

無

４

非識別加工
情報に関する
仕組みの緩
和

｢行政ビッグデータ｣の種
類と数を様々な主体へ
提供できるようにすること
で、 データ分析や可視
化を住民や企業等が自
ら行うことを可能とするこ
とにより、住民や企業等
が主体的に活動できるよ
うにする。

企業側が利活用したい行政
機関非識別加工情報が提
供されるようになるため､利活
用範囲が拡大し､マーケティ
ングのみならず製品開発・研
究等が活性化する。

マーケティングや研
究･開発に有効な
税等の個人情報
ファイル簿が行政
機関非識別加工
情報の提案募集
対象になっておら
ず､行政機関非識
別加工情報の利
活用範囲が極端
に狭くなってしまっ
ており､官民データ
利活用が進まない。

行政機関の保有する
個人情報の保護に関
する法律
第44条の４

行政機関の保有する個人情報の保
護に関する法律第44条の４による行
政機関非識別加工情報の提案募集
について､機微情報については、行政
機関の判断で募集から除外するので
はなく､匿名加工の強度を増すことで
提供できるようにすること。

無
（※）

Ⅱ②「広範かつ大胆な規制・制度改革の提案」に関する事項

※地方公共団体では、平成29 年５月19 日付け総行情第33号総務省大臣官房地域力創造審議官から「個人情報保護条例の見直し等について（通知）」で連絡のあった内容を踏まえ、
行政機関個人情報保護法を参考にしつつ、非識別加工情報を提供するための仕組みの整備が求められている。
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No ①提案名
②具体的な事業の実施
内容

③「②」の事業を
実施した場合に
想定される経済
的社会的効果

④「②」の事業の実施を不可能又は困難とさせ
ている規制等の内容

⑤「④」の規
制等の根拠
法令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・制
度改革のために提案する新
たな措置の内容

⑦参考
資料があ
る場合は、
その有無

４

非識別加工
情報に関する
仕組みの緩
和

｢行政ビッグデータ｣の種
類と数を様々な主体へ
提供できるようにすること
で、 データ分析や可視
化を住民や企業等が自
ら行うことを可能とするこ
とにより、住民や企業等
が主体的に活動できるよ
うにする。

行政機関の取扱
事務の分類でなく､
住民や企業側が
利活用したい情
報の単位で行政
機関非識別加工
情報が提供される
ため､AIによる機
械学習のインプッ
トデータへの活用
など､利活用範囲
が拡大し､エリア
マーケティングのみ
ならず製品開発・
研究が活性化す
る。

現状は､行政機関が公開している個人情報ファ
イル簿の単位での提案となっており､当該個人情
報ファイル簿は各行政機関が各々の取扱事務
の都合で自由に単位を定めているため､行政機
関によって同じ個人情報ファイル簿名であっても
差異があることや､住民や企業が必要とする情報
が複数の個人情報ファイル簿に分散して格納さ
れているケースの場合に､受領側では行政機関
非識別加工情報の結合は不可能であるため利
便性が極端に低下する。国民健康保険と介護
保険など､市区町村の業務の単位にデータは分
割されているので､例えばどういう病気の人がどん
な介護サービスを受けているのかを分析する際に
は､当該データを個人単位で連結した上で匿名
加工を実施しないと､分析目的が達成できない。
なお､基本的には同一の行政機関内の異なる
事務間のデータ連結を想定している。

行政機関の
保有する個
人情報の保
護に関する
法律
第44条の4
第44条の5

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律第
44条の４による行政機関
非識別加工情報の提案募
集について、住民や企業が
行政機関へ行政機関非識
別加工情報の提案について
は､当該行政機関が保有し
ている個人情報ファイル簿を
連結して受領できるような提
案を可能にすること。

無
（※）

行政機関非識別
加工情報の利用
手数料が安価に
なる。また、同情
報の悉皆性や正
確性が担保される。
さらに、行政オープ
ンデータの有効活
用が進み､1.2兆
円と試算される新
市場が創出される。

行政機関非識別加工情報は、受領側では匿
名加工情報であるため個人情報には該当しない。
そのため、本来不要と考えうる当該オプトアウト
照会を実施することで､非識別加工情報の提供
に関する手数料が高額になるだけでなく､オプトア
ウトを勧奨することによってデータの悉皆性や正
確性が欠損し､非識別加工情報の有用性を著
しく減じることになる。
また、当該加工情報に含まれる個人全員に対し
て郵送で調査することを想定し､１人あたりのコス
トを200円程度（82円×2（1往復）＋事務
手数料等）と仮定すると、10万件のデータであ
れば2,000万円にもなり､それがデータ提供時の
事務費に上乗せされることになると､データ利活
用の障壁になる。

行政機関の
保有する個
人情報の保
護に関する
法律
第44条の8

行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律第
44条の８による第三者に対
する意見書提出の機会の付
与等について、行政機関が
非識別加工情報を企業等
へ提供する場合に求められ
る当該匿名加工情報に含ま
れる個人に対する意見照会
（オプトアウトの伺い）につ
いては､これを不要とすること。

無
（※）

Ⅱ②「広範かつ大胆な規制・制度改革の提案」に関する事項

※地方公共団体では、平成29 年５月19 日付け総行情第33号総務省大臣官房地域力創造審議官から「個人情報保護条例の見直し等について（通知）」で連絡のあった内容を踏まえ、
行政機関個人情報保護法を参考にしつつ、非識別加工情報を提供するための仕組みの整備が求められている。
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No ①提案名 ②具体的な事業の実施内容
③「②」の事業を実施
した場合に想定される
経済的社会的効果

④「②」の事業の実施を不可能又は
困難とさせている規制等の内容

⑤「④」
の規制
等の根
拠法令
等

⑥「④」及び「⑤」の規制・制度
改革のために提案する新たな措
置の内容

⑦参考
資料があ
る場合は、
その有無

４

非識別加
工情報に
関する仕
組みの緩
和

｢行政ビッグデータ｣の種類と数を
様々な主体へ提供できるようにす
ることで、 データ分析や可視化を
住民や企業等が自ら行うことを可
能とすることにより、住民や企業等
が主体的に活動できるようにする。

マーケティングや研究・
開発に必要不可欠な
消費要素データが結合
された状態で非識別加
工された行政機関非
識別加工情報が提供
されることで､AIによる
教師有機械学習のイ
ンプットデータへの利活
用が拡大し､AIによる
ビッグデータ分析が加速
化し経済活性化に寄
与する。

行政機関側ではマーケティングや研
究・開発に必要不可欠な消費要素
のデータが存在しないため､そのことで
行政機関側で保有している情報と
企業側で保有している情報の相関
分析などができない。行政機関非識
別加工情報の利活用範囲が極端に
狭くなってしまっており､官民データ利
活用が進まない。例えばクレジット
カード決済等によって本人が特定可
能なダイエット食品等の購買履歴の
データを提供し､これに健康診査結
果を結合して､非識別加工した上で
受領し､安全性や効果の検証を悉
皆的に行うことなどが考えられるが、
当該結合を受領側で実施しようとす
ると､本人を特定する意図でのデータ
結合となり､個人情報保護法違反に
なる可能性がある。

行政機
関の保
有する
個人情
報の保
護に関
する法
律
第44条
の10

行政機関の保有する個人情報
の保護に関する法律第44条の
10による行政機関非識別加
工情報の作成等について、企
業等が行政機関へ行政機関
非識別加工情報の提案を行う
際に､企業から行政機関へ個
人情報を入手時約款やオプト
アウトに基づき提供し､行政機
関側で企業側情報と行政機関
側情報を結合した上で非識別
加工して当該加工情報を受領
できるようにすること。

無
（※）

５

車両の認
可基準の
運用の弾
力化

日常生活圏における目的地へのス
ムーズな移動を実現するため、AI
配車システムを活用した区域運行
型のオンデマンドバスを運行する。
学園東大通り（茨城県道55号、
24号）の一部区間及びスマート
キャンパス化する筑波大学構内に
自動運転循環バスを導入する。
子育て世代向けに、ペデストリアン
デッキに接する公園を、自動運転
パーソナルモビリティで結ぶこども
MaaSサービスを導入する。

移動が困難な高齢者、
障害者等の交通弱者
やこども連れでも安心・
安全に外出することが
できる公共交通環境が
構築できる。
自動循環バスサービス
を市中心部に導入する
ことで、主要施設への
公共でのアクセスが向
上し、住民のみならず、
市外からの交流人口の
増加が期待できる。

走行実証を行う実験車両単位で審
査が必要で、同一車種・同一の変
更であっても車両単位の審査となり、
時間とコストを要している。

道路運
送車両
の保安
基準
（昭和
26年運
輸省令
第67
号）
第55条

道路運送車両の保安基準
（昭和26年運輸省令第67
号）第55条による基準の緩和
について、同一車両で変更箇
所が同一の場合については、審
査の一部省略等、弾力的な運
用を可能とすること。 無

Ⅱ②「広範かつ大胆な規制・制度改革の提案」に関する事項

※地方公共団体では、平成29 年５月19 日付け総行情第33号総務省大臣官房地域力創造審議官から「個人情報保護条例の見直し等について（通知）」で連絡のあった内容を踏まえ、
行政機関個人情報保護法を参考にしつつ、非識別加工情報を提供するための仕組みの整備が求められている。
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No ①提案名 ②具体的な事業の実施内容
③「②」の事業を実施した
場合に想定される経済的
社会的効果

④「②」の事業の実施を不
可能又は困難とさせている
規制等の内容

⑤「④」の
規制等の
根拠法
令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・制度改
革のために提案する新たな措置の
内容

⑦参考
資料があ
る場合は、
その有無

６

運賃の完全
キャッシュレ
ス化

日常生活圏における目的地へのス
ムーズな移動を実現するため、AI
配車システムを活用した区域運行
型のオンデマンドバスを運行する。
学園東大通り（茨城県道55号、
24号）の一部区間及びスマート
キャンパス化する筑波大学構内に
自動運転循環バスを導入する。
子育て世代向けに、ペデストリアン
デッキに接する公園を、自動運転
パーソナルモビリティで結ぶこども
MaaSサービスを導入する。

移動が困難な高齢者、障
害者等の交通弱者やこども
連れでも安心・安全に外出
することができる公共交通
環境が構築できる。
自動循環バスサービスを市
中心部に導入することで、
主要施設への公共でのアク
セスが向上し、住民のみな
らず、市外からの交流人口
の増加が期待できる。

現金しか持たない乗客を
拒否できない。

道路運
送法
（昭和
26年法
律第
183）第
13条

道路運送法第13条による運送引
受義務について、現金しか持たない
乗客については、運送の引受けを
拒絶することを可能とすること。

無

７

タクシーの相
乗りの解禁

新たにタクシーの相乗り制度を導入
する。

タクシーの弾力的なサービス
提供が可能となり、利用者
に新たな選択肢を提供でき
る。

タクシーは「一般旅客自動
車運送事業」に該当し、
「１回の運送につき１つの
運送契約」のため相乗り
サービスができない。

道路運
送法第
３条第
１号ハ

道路運送法第３条第１号ハの旅
客自動車運送事業の種類につい
て、一般乗用旅客自動車運送事
業については、「一個の契約によりロ
の国土交通省令で定める乗車定
員未満の自動車を貸し切つて旅客
を運送する」を「一又は複数個の契
約」にも適用範囲を広げるか、又は
相乗り制度を新設すること。

無

８

パーソナルモ
ビリティの公
道走行及
び無人自
動走行の実
現

原動機を用いる身体障害者用の
車椅子、搭乗型移動支援ロボット
等を含む歩行領域において人の移
動を支援する原動機付の車（以
下「パーソナルモビリティ」という。）
の公道走行及び無人自動走行を
道路交通法上可能とし、例えばバ
ス停から自宅まで、自宅からバス停
までの歩行を支援するための革新
的なシェアリングシステムを実現する。

都市においては回遊性の
向上、郊外においては交通
弱者の外出トリップ数の増
大、フレイル予防、ソーシャ
ルインクルージョン、地区の
持続性が促進され、より多
くの住民が幸福感高く生活
できる街が実現できる。

パーソナルモビリティは、原
動機を用いる身体障害者
用の車椅子を除き、道路
交通法上、原動機付自
転車や自動車として扱わ
れる可能性が高く、現行
法上、道路使用許可なし
では歩行領域を含む公道
を走行できない。また、無
人自動走行が認められて
いない。

道路交
通法
（昭和
35年法
律第105
号）
第２条
第１項、
第３項

道路交通法第２条第３項による
同法における歩行者の範囲につい
て、パーソナルモビリティ（保護者や
介助者が同乗することも想定した
複数人が搭乗するものを含む）に
ついては、原動機を用いる身体障
害者用の車椅子と同様に、同項の
規定に準じ、歩行者の範囲に含め
ること。また、同法上歩行領域にお
いて当該パーソナルモビリティの無人
自動走行を可能とすること。

無

Ⅱ②「広範かつ大胆な規制・制度改革の提案」に関する事項
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No ①提案名
②具体的な事業の実施内
容

③「②」の事業を実施した場合
に想定される経済的社会的効
果

④「②」の事業の実施を
不可能又は困難とさせ
ている規制等の内容

⑤「④」の規
制等の根拠
法令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・制度
改革のために提案する新たな措
置の内容

⑦参考
資料があ
る場合は、
その有無

９

原動機を用
いる身体障
害者用の車
椅子（電動
車いす）の最
高速度の引
き上げ

原動機を用いる身体障害
者用の車椅子、搭乗型移
動支援ロボット等を含む歩
行領域において人の移動を
支援する原動機付の車
（以下「パーソナルモビリ
ティ」という。）の公道走行
及び無人自動走行を道路
交通法上可能とし、例えば
バス停から自宅まで、自宅か
らバス停までの歩行を支援す
るための革新的なシェアリング
システムを実現する。

都市においては回遊性の向上、
郊外においては交通弱者の外
出トリップ数の増大、フレイル予
防、ソーシャルインクルージョン、
地区の持続性が促進され、より
多くの住民が幸福感高く生活で
きる街が実現できる。

原動機を用いる身体障
害者用の車椅子（電
動車いす）は、最高速
度が時速6kmと低速で
あるため、長距離の移動
の際の負担が大きい。

道路交通法
施行規則
（昭和35年
総理府令第
60号）
第１条の４
第１項第２
号ロ

道路交通法施行規則第１条
の４の原動機を用いる身体障
害者用の車椅子の基準につい
て、つくば市内で実施している搭
乗型移動支援ロボットの歩行領
域における実証実験では、最大
で時速10kmで走行し、約3万
kmにわたって約10年間無事故
であることを踏まえ、歩行領域に
おける速度の上限については、こ
れを時速10kmとすること。また、
原動機を用いる身体障害者用
の車椅子以外のパーソナルモビリ
ティについても同様の取扱とする
こと。

有

参考
資料
B

10

原動機を用
いる身体障
害者用の車
椅子（電動
車いす）の高
さ要件の撤廃

高さ要件のため、障害
物の検知や道路状況を
把握し、安全な走行を
支援するためのセンサー
等を適切な位置に取り
付けることができない。

道路交通法
施行規則第
１条の４第
１項ハ

道路交通法施行規則第１条
の４第１項による原動機を用い
る身体障害者用の車椅子の基
準について、原動機を用いる身
体障害者用の車椅子の高さに
ついては、これを撤廃すること。ま
た、原動機を用いる身体障害
者用の車椅子以外のパーソナル
モビリティについても同様の取扱と
すること。

無

Ⅱ②「広範かつ大胆な規制・制度改革の提案」に関する事項
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No ①提案名
②具体的な事業
の実施内容

③「②」の事業を実施した場
合に想定される経済的社会
的効果

④「②」の事業の実施を
不可能又は困難とさせ
ている規制等の内容

⑤「④」の規制等の
根拠法令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・制
度改革のために提案する新
たな措置の内容

⑦参考
資料があ
る場合は、
その有無

11

シェアードスペース（歩
車共存空間）の社会
実装化

つくば駅周辺、周
辺部、70街区
（グリーンフィール
ド）において、複
数の道路からなる
シェアードスペース
のエリア設定を行う。

シェアードスペース（歩車共
存空間）として、歩行者が
ゆったりと歩くことを楽しみ、車
がスピードを出しづらい空間デ
ザインを導入することで、以下
の経済的社会的効果が期待
される。
• 道路の利活用によるコミュニ
ティの賑わいが導出される。
• 住民が主体的に道路の使
い方を考えることで、地域の
住民による道路管理が進み、
長期的に維持管理コストが
削減される。
• 通行車両の平均速度低下
による、細街路における歩
行者の交通事故・人身事
故が減少する。

現行の道路構造令
（昭和45年政令第
320号）で規定される
道路は、第一種から第
四種からなるが、低速車
両と歩行者が同一空間
を使用できる区分がない。
歩行者利便増進道路
（道路構造令第41
条）においても、街灯、
ベンチその他の歩行者の
利便の増進に資する工
作物を必要としており、
既存の道路をそのまま活
用することを想定されて
いない。

道路構造令第３条
道路交通法第９条

道路構造令第３条による
道路の区分については、同
令に低速車両と歩行者が同
一空間を通行できる道路を
新設するか、又は設計速度
が一時間につき15km以下
である道路では、特別な通
行帯を設けずに自動車、自
転車及び歩行者が通行でき
るものとすること。また、車道
面を隆起させたハンプを設置
する等、車両の速度を抑制
する対策を講ずることを定め
ること。
道路交通法第９条による
歩行者用道路を通行する
車両の義務について、歩車
共存道路については、これを
通行する車両に同様の義務
を定めること。

無

12

ドローンの住宅地におけ
る目視外飛行の制限緩
和

つくば駅周辺の大
型スーパーから70
街区までの中距離
範囲において、食
料品・日用品等の
ドローン配送を行う。

住宅地におけるドローン配送
ができるようになることで、子育
て世代等の買物困難者の支
援ができるようになる。

人又は家屋の密集して
いる地域の上空で、無
人航空機を飛行させる
場合、国土交通大臣の
許可が必要となる。
（国家戦略特別区域
法第25条の５の適用を
想定）
無人航空機を飛行させ
る者は、目視により常時
監視して飛行させる必
要がある。

航空法（昭和27
年法律第231号）
132条（新設され
る無人航空機の機
体認証制度・無人
航空機操縦者技能
証明制度も関連）
132条の２

航空法第132条の２の飛
行の方法について、ドローン
の目視外飛行については、こ
れを解禁すること。また、利
用シーンに即した実効的な
管制システム、機体認証、
操縦ライセンスを規定するこ
と。

無
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No ①提案名 ②具体的な事業の実施内容
③「②」の事業を実施
した場合に想定される
経済的社会的効果

④「②」の事業の実
施を不可能又は困
難とさせている規制
等の内容

⑤「④」の規制等
の根拠法令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・
制度改革のために提案す
る新たな措置の内容

⑦参考
資料があ
る場合は、
その有無

13

ドローンによる携帯電
波等の上空利用の許
可

つくば駅周辺の大型スーパーから70
街区等の中距離範囲において、食料
品・日用品等のドローン配送を行う。

従来の制御で使用し
ていた無線LANは近
距離しか電波が届か
ないため、ドローン飛
行距離に制約があっ
た。携帯電話の通信
網を利用できることで、
中距離で安定したド
ローン飛行が可能とな
る。

ドローンは、陸上移
動局として認められ
ていないため、地上
の電波を利用できな
い。

電波法施行規則
（昭和25年電
波監理委員会規
則第14号）第
４条１項

電波法施行規則第４条
第１項による無線局の種
別及び定義について、ド
ローンの飛行については、
簡易な手続で、携帯電
話ネットワークを利用でき
るようにすること。また、携
帯キャリアと連携し、地上
の携帯電話利用へ影響
を及ぼさないような範囲内
での、地上電波の利用を
認めること。

無

14

荷物搬送ロボットの公
道走行及び無人自
動走行の実現

自動配送ロボット、追従型荷物搬送
ロボット等を含む歩行領域において荷
物の搬送を支援する原動機付の車
（以下「荷物搬送ロボット」という。）
の公道走行及び無人自動走行を道
路交通法上可能とし、例えば買物後
の重い荷物の搬送を追従型荷物搬
送ロボットが支援するなどの革新的な
搬送サービスを実現する。

荷物搬送ロボットによ
る革新的な搬送サー
ビスにより、高齢者や
障害者等の交通弱
者や時間にゆとりのな
い子育て世代等の買
物困難者の買物の負
担軽減につながる。

荷物搬送ロボットは、
道路交通法上、原
動機付自転車や自
動車として扱われる
可能性が高く、現行
法上、道路使用許
可なしでは歩行領域
を含む公道を走行で
きない。また、無人自
動走行が認められて
いない。

道路交通法
第２条第１項、
第３項

道路交通法第２条第３
項による同法における歩
行者の範囲について、荷
物搬送ロボットについては、
原動機を用いる身体障
害者用の車椅子と同様に、
同３項の規定に準じ、歩
行者の範囲に含めること。
また、同法上歩行領域に
おいて当該パーソナルモビ
リティの無人自動走行を
可能とすること。

無
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No ①提案名
②具体的な事業の実施内
容

③「②」の事業を実施し
た場合に想定される経
済的社会的効果

④「②」の事業の実施を不可
能又は困難とさせている規制
等の内容

⑤「④」の規制等の
根拠法令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・制
度改革のために提案する新た
な措置の内容

⑦参考
資料があ
る場合は、
その有無

15

原動機を
用いる身
体障害者
用の車椅
子（電動
車いす）
の寸法要
件の緩和

スーパーが近くにない周辺部
において、移動スーパーの利
用に係る利便性を向上する。
例えば、原動機を用いる身
体障害者用の車椅子で自
宅から移動スーパーへ移動し、
買物後の荷物も原動機を用
いる身体障害者用の車椅子
に乗せて自宅まで移動する。

免許を持っていない高齢
者等の居宅近傍エリアに
おいて買物ができるように
なり、日常生活の利便
性が向上する。

高さ要件のため、安全かつ確
実に走行させるためのセンサー
等を適切な位置に取り付ける
ことができない。
長さ要件のため、積載できる荷
物の量が少ない。

道路交通法施行
規則第１条の４
第１項イ及びハ

道路交通法施行規則第１条
の４による原動機を用いる身
体障害者用の車椅子の基準
について、高さ要件については、
これを撤廃すること。また、長さ
要件を自転車と同じ190cm
に緩和すること。

無

16

医薬品の
対面販売
の原則緩
和

自宅で遠隔医療を受診し、
処方された薬を移動スーパー
で運搬する。

在宅で診療、服薬指導
を受けた患者に対し、居
宅近傍エリアにおいて処
方医薬品を受け取ること
を可能とすることで、患者
の負担を軽減することが
できる。

一般用医薬品は「医薬品、医
療機器等の品質、有効性及
び安全性の確保等に関する法
律」により、一定の条件の下、
郵送又は配送が認められてい
るが、処方医薬品は対面販売
が原則。
ただし、厚生労働省通達にお
いて、オンライン服薬指導の際、
一定の条件の下、郵送又は配
送が認められている。

薬生発0331 第
36号（令和2年3
月31日）医薬品、
医療機器等の品
質、有効性及び安
全性の確保等に関
する法律等の一部
を改正する法律の
一部の施行につい
て（オンライン服薬
指導関係）第２
（4）④

薬生発0331 第36号（令
和2年3月31日）医薬品、
医療機器等の品質、有効性
及び安全性の確保等に関す
る法律等の一部を改正する法
律の一部の施行について（オ
ンライン服薬指導関係）第２
（4）④による薬剤の品質管
理について、「速やかに確実
に」という点については、配送コ
スト等を踏まえた現実的な時
限を目安として明瞭に示すこと。

無

17

健康サ
ポート薬局
の開設基
準（薬剤
師の相談
対応時
間）の緩
和

健康サポート薬局（検体測
定室）の開設基準を緩和し
地域内の店舗数の増加につ
なげることにより、住民がセル
フチェックと同時に薬剤師等の
専門家に薬や健康食品等の
幅広い健康に関する相談が
できる環境整備を進め、生活
習慣病の早期発見につなげ
る。

糖尿病や動脈硬化の重
症化予防につながる。ま
た、透析を必要とする慢
性腎不全は、保険診療
点数全体に占める割合
が大きいが、つくば市では
当該疾患による後期高
齢者医療の外来診療の
標準化保険診療点数が、
全国比約1.7倍と大きく、
この削減が期待できる。

医薬品、医療機器等の品質、
有効性及び安全性の確保等
に関する法律施行規則第１
条第５項第10号に規定する
厚生労働大臣が定める基準
（平成28年厚生労働省告
示第29号）第１号へにより、
健康サポート薬局の開設には、
薬局の開店時間外にも薬剤
師が相談対応することとされて
おり、健康サポート薬局の開設
が困難となっている。

医薬品、医療機器
等の品質、有効性
及び安全性の確保
等に関する法律施
行規則第１条第
５項第10号に規
定する厚生労働大
臣が定める基準第
１号へ

医薬品、医療機器等の品質、
有効性及び安全性の確保等
に関する法律施行規則第１
条第５項第10号に規定する
厚生労働大臣が定める基準
第１号によるかかりつけ薬局と
しての基本的機能について、
薬剤師の相談対応時間につ
いては、薬局の開店時間内に
限り対応することも可能とする
こと。

無
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No ①提案名
②具体的な事業の実施
内容

③「②」の事業を実施し
た場合に想定される経
済的社会的効果

④「②」の事業の実施を不可能
又は困難とさせている規制等の
内容

⑤「④」の規制等
の根拠法令等

⑥「④」及び「⑤」の規
制・制度改革のために
提案する新たな措置
の内容

⑦参考
資料があ
る場合は、
その有無

18

初診からのオンライン
診療の恒久化

感染症予防の観点や身
体の障害などの理由で医
療機関の利用が困難な
住民に対し、訪問看護師
が付き添い、病状等を正
確に医師に伝達可能なオ
ンライン診療体制を構築
する。

医療機関の利用が困難
な住民の医療に対するア
クセシビリティを向上する
ことで病状重症化や医
療費増大リスクを避ける
ことが期待できる。
また、不要不急の救急
搬送を減少させ、医療
体制の圧迫や社会保障
費の削減が期待できる。

新型コロナウイルス感染症の拡
大に際してのオンライン診療に係
る初診対面原則の緩和が行わ
れ、感染症予防の観点に限らず、
医療機関の利用が困難な住民
の医療に対するアクセシビリティが
向上したが、当該時限的な特例
措置である。

「オンライン診療の
適切な実施に関す
る指針」（平成30
年厚生労働省）
「新型コロナウイル
ス感染症の拡大に
際しての電話や情
報通信機器を用い
た診療棟の時限
的・特例的な取扱
いについて」（令和
２年厚生労働
省）

「新型コロナウイルス感
染症の拡大に際しての
電話や情報通信機器
を用いた診療棟の時
限的・特例的な取扱
いについて」１．(1)に
よる初診からの電話や
情報通信機器を用い
た診療の実施について、
時限的・特例的に認
められている初診から
のオンライン診療につい
ては、これを恒久化す
ること。

無

19

診療情報の提供方
法の電子化

医療・介護情報等、利用
者に関する外部情報と、
センシングした利用者の身
体情報に基づき、専門ス
タッフが身体機能向上のプ
ログラム実施を遠隔でサ
ポートする。

利用者が、居宅で簡便
に自らの身体機能の維
持改善に取り組むことで、
自立度の維持・改善、
介助者の時間的拘束や
身体的負担の軽減が期
待できる。さらに、医療・
介護・福祉の社会保障
コストの抑制が期待でき
る。

個人情報の保護に関する法律
施行令（平成15年政令第
507号）
第９条には、保有個人データの
開示方法は「書面の交付による
方法（開示の請求を行った者が
同意した方法があるときは、当該
方法）」と規定されている。また、
診療情報の提供等に関する指
針（厚生労働省通知 平成15
年9月12日医政発第
0912001号）には、
診療記録の開示方法は医療機
関の管理者が指定できることに
なっている。

個人情報の保護
に関する法律施行
令
第９条
診療情報の提供
等に関する指針
（平成15年９月
12日医政発第
0912001号）
７(3)③

個人情報の保護に関
する法律施行令第９
条、診療情報の提供
等に関する指針７(3)
③による診療情報の
開示について、開示の
請求を行った者が希望
する場合については、
電子データでの交付を
可能とすること。

無
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No ①提案名 ②具体的な事業の実施内容
③「②」の事業を実施
した場合に想定される
経済的社会的効果

④「②」の事業の実
施を不可能又は困
難とさせている規制
等の内容

⑤「④」の規制等
の根拠法令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・
制度改革のために提案す
る新たな措置の内容

⑦参考
資料があ
る場合は、
その有無

20

健康関連データの一
元管理を可能とする
ためのマイナンバーの
利用範囲拡大

自治体や医療機関等の各機関に分
散する健康関連データをマイナンバー
により紐づけし、ワクチンの接種記録
や処方薬、自治体健診のデータ等を、
本人及び本人が同意した事業者が
一元的に参照することを可能とする。

住民の属性や状況に
応じたきめ細かい健
康増進サービス等を
効率的に提供するこ
とが可能となり、健康
寿命の延伸、医療費
抑制が期待できる。

行政手続における特
定の個人を識別する
ための番号の利用等
に関する法律（平
成25年法律第27
号）において、個人
番号を含む個人情
報は特定個人情報
としての扱いとなり、
利用用途が限定的
であることや、本人同
意の下でも口頭での
マイナンバーの伝達
は認められないなど
様々な制約を受け、
データ管理者の負担
が膨大になる。

行政手続における
特定の個人を識
別するための番号
の利用等に関する
法律
第２条８項

行政手続における特定の
個人を識別するための番
号の利用等に関する法律
第２条８項による特定個
人情報について、マイナン
バーで紐づけられた健康
関連データについては、同
項に規定する特定個人
情報から除外すること。 無

21

先端技術を活用した
インフラ維持点検の
可能化

橋梁等のインフラの維持管理について、
成果連動型民間委託契約方式
（PFS）のうち、民間からの外部資
金調達を行うソーシャル・インパクト・
ボンド（SIB）方式によって予防保
全の初期費を確保し、ドローンやロ
ボット等の先端技術を活用したインフ
ラ維持点検を実施する。

先端技術の導入によ
り維持管理コストを下
げることができ、税収
減少の中で行政負担
を軽減し、削減分を
行政独自の施策等に
充てることができる。

トンネルや橋の点検
は、点検を適正に行
うために必要な知識
及び技能を有する者
が行うこととし、近接
目視により、５年に
１回の頻度で行うこ
ととされているため、ロ
ボット等の先端技術
を活用した近接目視
以外の手法での点
検が実施できない。

道路法施行規則
（昭和27年建
設省令第25
号）
第４条の５の６

道路法施行規則第４条
の５の６による道路の維
持又は修繕に関する技術
的基準等について、ロボッ
ト等の先端技術を活用し
た近接目視以外の手法
での点検については、これ
を認めること。

無
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No ①提案名 ②具体的な事業の実施内容
③「②」の事業を実施
した場合に想定される
経済的社会的効果

④「②」の事業の実
施を不可能又は困
難とさせている規制
等の内容

⑤「④」の規制等
の根拠法令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・
制度改革のために提案す
る新たな措置の内容

⑦参考
資料があ
る場合は、
その有無

22

「自己託送」が認めら
れる相互関係の拡大

ソーラーシェアリングや遊水地等で発
電した電力を、自己託送制度を利用
して、公的施設等へ供給する自己託
送型オフサイト型PPAを適用する。
また、住宅の屋根補強と同時に太陽
光パネルオフサイト型PPA送電を適
用する。

再エネ分散型エネル
ギーシステムの拡充に
つながり、社会ニーズ
に合致したカーボン
ニュートラル、レジリエ
ンス強化に貢献するこ
とができる。
公共施設のCO2削
減につながるとともに、
住民に広くCO2削減
効果を波及することが
できる。
住宅屋根の再エネ活
用により、レジリエンス
強化に貢献することが
できる。

「自己託送」が認め
られる相互関係が
「密接な関係」として
「生産工程における
関係、資本関係、
人的関係等を有す
る者」と「取引等によ
り一の企業に準ずる
関係を有し、かつ、そ
の関係が長期にわた
り継続することが見
込まれる者」と限定
的である。

電気事業法（昭
和39年法律第
170号）
第2条第１項第
5号ロ
電気事業法施行
規則（平成７年
通商産業省令第
77号）
第２条及び第3
条
「自己託送に係る
指針」（資源エネ
ルギー庁平成26
年4月1日）

電気事業法第2条第１
項第5号ロ、電気事業法
施行規則第２条及び第
3条並びに「自己託送に
係る指針」２．による自
己託送を利用することがで
きる者の範囲について、自
己託送が認められる相互
関係については、
①公共施設に託送する
場合
②市との防災協定（避
難施設等）を行った場合
③補助金適用を受けた
発電装置から任意の相
手のPPAによる場合等に
拡大すること。

無

23

水素の最大貯蔵量の
緩和

再開発、地域開発に水素利用分散
型エネルギーシステムを設置し、エリア
内に電力、熱エネルギー供給事業を
行う。
住民の利用ニーズに応じたスポーツ施
設や温浴施設等の健康増進施設に
関わる温水プール、温浴施設への電
力、熱エネルギー供給事業を行う。

水素利用分散型エネ
ルギーシステムの拡充
などにより脱炭素社会
が促進される。
これらの施設を災害
時の避難収容施設と
すると共に水素による
脱炭素レジリエンスが
実現される。

建築基準法（昭和
25年法律第201
号）により可燃性ガ
スである水素の最大
貯蔵量の制限が定
められており、エネル
ギー供給に必要な水
素貯蔵に限界がある。

建築基準法
第48条
建築基準法施行
令（昭和25年
政令第338号）
第116条
第130条の９

建築基準法第48条並び
に建築基準法施行令第
116条及び第130条の
９による危険物の数量に
ついて、
水素の貯蔵量については、
上限値を撤廃すること。

無
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No ①提案名
②具体的な事業の実施内
容

③「②」の事業を実施した
場合に想定される経済
的社会的効果

④「②」の事業の実施を不
可能又は困難とさせている
規制等の内容

⑤「④」の規制等の
根拠法令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・制度改
革のために提案する新たな措置の
内容

⑦参
考資
料があ
る場合
は、そ
の有無

24

銀行又は
銀行子会
社・兄弟
会社による
不動産関
連業務の
一部解禁

金融機関による地域の未利
用地（70街区）を活用し
た地方創生に資する再開発
事業や不動産仲介業への参
画を可能にする。

都市機能の強化による地
域住民の利便性向上や
再開発を通じた産業誘
致・オープンイノベーション
の促進により、産業創出
や雇用創出が期待される。

銀行は、銀行法（昭和56
年法律第59号）第10条、
第11条、第12条その他の
法律により営なむ業務のほ
か、他の業務を営むことがで
きない。
また、子会社対象会社の範
囲も制限されている。

銀行法
第12条
第16条の2

銀行法10条による業務の範囲に
ついて、地方創生に資する不動産
関連業務については、同条第２項
各号に列記する銀行業に付随す
る業務に追加すること。
同法第16条の２による銀行の子
会社の範囲等について、銀行業高
度化会社の「一定の高度化等業
務」（※）については、地方創生
に資する不動産関連業務を追加
すること。

有

参考
資料
C

25

研究開発
目的で補
助金で整
備されたイ
ンフラの民
間事業者
との協業
利用の事
前承認不
要化

研究機関が国からの研究開
発目的の補助金で整備した
施設及び設備の利用につい
て、民間事業者との協業で
本来の目的外で利用するこ
とを補助金を所管する各省
庁の長への個別の申請と承
認なしに認めるもの。

研究機関が保有する最
新鋭のインフラを本構想
に供することが容易になる
ほか、事業の予見性に欠
け参加を見送っていた民
間事業者の参加意欲を
高めることが期待できる。

補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律
（昭和30年法律第179
号）において、補助事業等
により取得し、又は効用の
増加した財産を、各省各
庁の長の承認を受けないで、
補助金等の交付の目的に
反して使用、貸し付けては
ならないとされている。当然、
各省庁ではインフラの有効
活用の為の枠組みを有して
おり適切な申請であれば承
認を受けることができるが、
調整が複雑かつ時間を要
することと、承認を得られる
ことの予見性に欠け民間事
業者の幅広い参加を困難
としている。

補助金等に係る予
算の執行の適正化
に関する法律
第3条
第22条

補助金等に係る予算の執行の適
正化に関する法律第22条の財産
の処分の制限について、目的外で
の使用及び貸付に係る各省庁の
長の承認については、本構想に参
加する研究機関における民間事
業者との協業における承認を不要
とすること。

無
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No ①提案名
②具体的な事
業の実施内容

③「②」の事業を
実施した場合に
想定される経済
的社会的効果

④「②」の事業の実施を不可能又は
困難とさせている規制等の内容

⑤「④」の規制等の
根拠法令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・制
度改革のために提案する新
たな措置の内容

⑦参考
資料があ
る場合は、
その有無

26

国有財産処分条件の
緩和

公務員宿舎跡
地等を活用した
官民共同でのイ
ノベーション拠点
を創出する。

研究学園都市の
研究成果や人材
の集積をいかした
新たな交流の場
や最先端の技術
を街区単位で実
現できる社会実
装の場を創出す
ることで、イノベー
ションが誘発され
新たなビジネスが
生まれることが期
待される。また、
研究学園都市の
理念を踏まえ、科
学技術により社
会課題の解決を
行うことにより、世
界のモデルとなる
持続可能なまちを
実現することが期
待される。

国有地については、国有財産法（昭
和23年法律第73号）にて処分するこ
とができるとされており、その手続は、会
計法（昭和22年法律第35号）及び
予算決算及び会計令に基づき、公共
用又は公用又は公益事業の用に供す
るために必要な物件を直接に公共団
体又は事業者に売り払い、貸し付け又
は、信託する場合に随意契約により行
うことができることとされている。このため、
民間活力を活用した官民共同のイノ
ベーション拠点の整備に制約がある。

国有財産法第20
条
会計法29条の3第
5項及び予算決算
及び会計令第99条
第21号

国有財産法第20条、会計
法29条の3第5項及び予算
決算及び会計令第99条第
21号による普通財産の貸付
について、同号の「公共用、
公用又は公益事業の用に供
する」という条件については、
官民共同によるイノベーション
創出に向けたフィールドの確
保及び整備についても適用す
ること。

無

定期借地権を設定した貸付について、
転貸の承認申請をする場合、地方公
共団体が借り受け、福祉施設、認定こ
ども園又は医療施設等に限り認められ
ているが、これら以外の施設を経営する
事業者へ転貸する場合については、原
則認めないこととされており、複数用途
が混在した民間活力を活用した官民
共同のイノベーション拠点の整備に制
約がある。

普通財産取扱規則
第30条４項
「定期借地権を設
定した貸付けについ
て」（令和元年9月
20 日 付 財 理 第
3207号）

定期借地権を設定した貸付
けについて７による貸付財産
の転貸について、つくば市が民
間活力を活用した官民共同
のイノベーション拠点の整備を
目的として転貸する場合につ
いては、転借人の範囲を拡大
すること。

無

国有財産特別措置法（昭和27年法
律第219号）第3条は、普通財産の
減額譲渡又は貸付ができる範囲は、
地方公共団体において、学校、公民
館、図書館等と用途を限定列挙してい
る。

国有財産特別措置
法第
３条

国有財産特別措置法第3条
による普通財産の減額譲渡
又は貸付ができる用途の範
囲について、つくば市が民間
活力を活用した官民共同の
イノベーション拠点の整備を目
的として借り受ける場合につい
ては、当該用途に含めること。

無
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No ①提案名
②具体的な事業の
実施内容

③「②」の事
業を実施した
場合に想定さ
れる経済的社
会的効果

④「②」の事業の実施を不可能又は
困難とさせている規制等の内容

⑤「④」の規制等の根拠
法令等

⑥「④」及び「⑤」の規
制・制度改革のために
提案する新たな措置の
内容

⑦参考
資料があ
る場合は、
その有無

27

研究機関発スタートアッ
プにおける研究開発及
びその社会実装を促進
するための国有財産の
活用

国立大学法人、大
学共同利用機関法
人及び国立研究開
発法人発のスタート
アップが、文部科学
省研究交流センター
の施設・設備を利用
して研究開発及びそ
の社会実装を推進
する。

本提案の先
端的サービス
のさらなる高
度化や、未解
決の社会課
題の解決に資
する新たな先
端的サービス
の提供が可能
となる。

国有財産法第28条において、国有財
産の処分が制限されているため、研究
交流センターの施設を市が取得して、ス
タートアップの利用に供することに支障が
ある。

国有財産法第28条 国有財産法第28条
による普通財産の譲与に
ついて、当該譲与が国の
研究開発力向上に資す
る場合については、地方
自治体に対して無償で
譲与できるようにすること。

無

28

研究機関における研究
開発を促進するための
物品等の調達の制限の
緩和

国立大学法人、大
学共同利用機関法
人及び国立研究開
発法人において、将
来的にスーパーシティ
の先端的サービスに
資する可能性のある
研究開発を実施す
る。

本 提 案 の 先
端的サービス
の さ ら な る 高
度化や、未解
決 の 社 会 課
題の解決に資
する新たな先
端的サービス
の提供が可能
となる。

世界貿易機関政府調達協定協定附
属書I付表３において、国立大学法人、
大学共同利用機関法人及び国立研
究開発法人は、10万SDR相当額
（現在は1,500万円）以上の物品を
調達する場合等に、政府調達の手続
をとらなければならないとされており、迅
速な試験研究設備の導入が妨げられ
ていることにより他国の研究機関との研
究競争の重荷となっている。

世界貿易機関政府調達
協定、協定附属書I付
表３、及び政府調達手
続に関する運用指針等
について（平成26年３
月31日関係省庁申合
せ、令和２年12月25
日一部改正）

世界貿易機関政府調達
協定、協定附属書I付
表３、及び政府調達手
続に関する運用指針等
についてによる国立大学
法人、大学共同利用機
関法人及び国立研究開
発法人が実施する試験
研究設備の調達について、
世界貿易機関政府調達
協定及び政府調達手続
に関する運用指針等につ
いてから除外すること。

無

Ⅱ②「広範かつ大胆な規制・制度改革の提案」に関する事項



No 既存の国家戦略特区の特例措置の活用 特例措置を活用した事業の概要

１

自動車の自動運転等の有効性の実証を行う事業活
動に対する援助（国家戦略特別区域法第37条の
７）

区域会議の下に、近未来技術実証ワンストップセンターを設置し、すべての先端的サービスにおいて、実証段階における関
係法令の規定に基づく手続に関する情報の提供、相談、助言、その他の援助を受けることを想定している。直近の例では、
先端的サービス２「先端的移動サービス」のAI配車システムを活用した区域運行型のオンデマンドバス（AIオンデマンドバ
ス）、こどもMaaSや先端的サービス３「先端的物流サービス」におけるドローンや自動配送ロボットに係る実証実験におい
て活用することを想定している。

２

革新的な産業技術の有効性の実証に係る道路運
送車両法等の特例（国家戦略特別区域法第25
条の２から第25条の６まで）

先端的サービス２「先端的移動サービス」のAIオンデマンドバス、こどもMaaSや先端的サービス３「先端的物流サービス」
におけるドローンや自動配送ロボットに係る実証実験において活用することを想定している。直近の例では、AIオンデマンド
バスの実証に係る道路運送車両の保安基準の緩和認定について、現行では、走行実証を行う実験車両単位で審査が
必要で、同一車種・同一の変更であっても車両単位の審査となり、時間とコストを要するところ、この特例措置を活用する
ことにより、円滑な実証実験が可能となる。

既存の国家戦略特区の特例措置の活用予定

42
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